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はしがき

s
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　本論文は,筆者が名古屋大学大学院経済学研究科博士後期課程在籍中に執筆した論文

(共著を含む)を加筆･修正して博士学位論文としてまとめたものである｡本論文の目的

は,産業集中度の低い小売市場における｢価格の反循環性｣を価格サーチ･モデルを用い

て理論的に示すことにある｡通常,価格は景気循環に対して順循環的に動くものと考えら

れがちであり,歴史的にも1990年代後半から2004年現在の日本経済,あるいは1930年

代のアメリカのように景気後退(あるいは成長の停滞)に伴うデフレーション(物価の持

続的下落)が観測されているが,そのような時期はむしろまれであって,それ以外の時期

には物価は反循環的に動くことが実証研究によってあきらかにされている(Kydland　a,nd

Prescott　1990,Cooley　a,nd　Ohanian　1991).また,デフレ下の経済でも,ある市場におい

て価格が上昇することは十分にありうることである｡　Domowitz,et.a1･(1986b)等による

実証研究では,産業集中度の低い産業において価格運動は硬直的であるか,あるいは反循

環的であることが示されている｡これに対して,Bils(1989a,b),Rotemberg　a,nd　Sa,1oner
　　　　　　　　　　　　-

(1987)等,価格の反循環性を説明する理論の多くは,産業集中度の高い独占市場や寡占市

場においての分析が中心であって,産業集中度の低い市場における研究はこれまでほとんど

なされていない｡そのため本論文はこうした観点から産業集中度の低い市場における価格

の反循環性の理論的分析を行う｡本論文のモデルに共通する特徴は,非分割財(indivisible

good)の部分均衡分析であり,景気循環は外生的なショツクとして与えている点である｡景

気循環のメカニズムを内生的に説明することは本論文の視野の外であることは予め断って

おきたい｡さらに景気循環を景気上昇期と下降期とに区別し,それぞれ所得の上昇,下落

を伴うものと仮定する｡

　本論文の構成は以下のとおりである｡第1章では,価格と景気循環との相関関係に関す

る実証研究の結果が従来の標準的な経済理論ではうまく説明できないことをあげ,ニュー･

ケインジアンの立場からの研究を概観する｡その上で,景気循環との関連についての皆川

(1994),有賀･大日(1996)の指摘を述べ,問題提起を行う｡
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　第2章では,価格サーチと景気循環との関係を理論的にあきらかにする｡従来の価格サー

チ理論に余暇を考慮した効用関数を導入し,サーチ費用を機会費用と物理的費用とに区別

した消費者の主体的意思決定モデルを構築する｡その結果,有賀･大日(1996)で｢サー

チ費用が景気に対して反循環的ならば価格の反循環性を示すことができる｣という指摘に

ついて,｢サーチ費用が景気に対して順循環的であっても価格の反循環性を示すことができ

る｣ということを示す｡

　第3章では,世代重複構造をもつ原子的市場(atomistic　market)における分析を行う.

原子的市場とは,完全競争市場とほとんど同じ構造をもつ(したがって低集中度の産業で

ある)が,市場の競り売り人が存在せず,企業が価格設定を行い,かつその設定された価

格について消費者は十分な情報をもたない市場である(Hey　1974)｡したがって消費者はど

の店がどの価格を設定しているか知りえず,ランダムにサーチを行う｡この設定の下,景

気後退期に低所得者層の一部が市場から退出するならば,価格の反循環的な動きを説明で

きることを示す｡

　第4章では,第3章と同じ原子的市場において,企業がランダム･プライシング戦略を

採るというモデル設定を変更して,各企業が同一戦略を採り続けるような市場を考察する｡

消費者ははじめ,店の設定価格を知らないためランダムに選択して消費するが,一度低価

格店を訪れると,次の期には低価格店の場所を知り,そこに訪れることができる｡第3章

と異なるのは価格分布が生じなくなる点であるが,こうした設定の下で景気の動きに対し

て反循環的な価格運動を導出する｡

　第5章では,第3章と第4章とは異なり,企業数を可変とし,寡占小売市場を考察する｡

通常の寡占モデルと異なるのは,各小売店がメーカー希望小売価格を所与として割引競争

をする点である｡そのとき一物一価が成り立たず,低価格(割引価格)において価格分散

(price　dispersion)が生じる｡景気後退期に一部の所得を失った消費者が市場から退出する

と,価格分散(price　dispersion)が生じ,均衡価格が競争価格水準から上方へ離散する｡こ

の現象は企業数が多い(したがって低産業集中度である)市場において生じやすいことか

ら競争的な市場における価格の反循環性を示す｡

　最後に第6章では結論を述べる｡結論においては,本論文の総括と今後の研究課題につ

いて述べる｡

　本論文を完成させるにあたっては,多くの方々からのご協力やご助言をいただいた｡特

に指導教官である皆川正教授には共同研究活動を通じて非常に多くのご指導をいただくと
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同時に,論文執筆や研究発表における多くの機会を与えていただいた｡皆川先生との共同

研究における成果の多くが本論文の土台となっており,それなくしてはこの論文は完成し

なかったといっても過言ではない｡さらに先生には研究途中で何度も行き詰まりまたくじ

けそうになる筆者に対して実に的確に叱咤･激励していただいた｡今日こうして研究活動

を続けられているのは先生のそうしたご鞭鐘の賜物である｡また副指導教官である立石寛

助教授には,論文の書き方や論理展開,そして数式展開の仕方について,細やかなご指導

をいただいた｡今日論文を書くにあたって立石先生からいただいたご助言は一つの指針と

なっている｡また自主勉強会を通じて京都大学経済研究所の西山慶彦助教授,本学環境学

研究科の佐藤秦裕先生には数理解析の手法について大変多くのことを吸収させていただい

た｡この勉強会は筆者にとって知的興奮を覚え,活発な議論を通じて自身の分析力を高め

る上で大変貴重な機会となった｡第2章は『経済科学』に掲載予定のものである｡同誌の

レフェリーの先生より多くの貴重なコメントをいただいた｡またセミナー担当教官をして

いただいた和合肇教授からも有益なコメントをいただくことができた｡第3章に関しては

Minagawa　and　Kawai　(2003)を国際経済動態研究センターのDiscussion　Paperに掲載す

るにあたって,荒山裕行教授より多くの有益なコメントや議論をしていただくことができ

た｡第5章に関してはMinagawa　and　Kawai　(2004)は慶応義塾大学でのセミナー｢経済の

数理解析｣や京都大学数理解析研究所での｢研究集会｣において発表する機会をいただい

た｡その際,慶唐義塾大学の丸山徹教授,防衛大学の武藤功助教授には大変お世話になっ

た｡また慶応義塾大学の中村慎助教授からはセミナーを通じて重要なコメントをいただい

た｡これら諸先生方に対して,ここに記して感謝の意を表したい｡ただし,本論文におけ

る誤りはすべて筆者の責任であることはいうまでもない｡

　また博士号を取得するにあたっては,創価大学の学部2年生のときに志して以来,実に

約10年の歳月が流れたことになる｡その間に多くの先生,先輩,学友,大学職員の方々に

支えられてきた6寮生時代には創価大学創立者池田大作先生より様々な形で激励をいただ

き学問の道を志す原点を築くことができた｡また故･砂田吉一創価大学教授にはゼミの指

導教官として大変にお世話になった｡謹んでご冥福をお析り申し上げたい｡さらに創価大

学,関東学園大学の修士課程では尊敬申し上げる福岡正夫慶唐義塾大学名誉教授より,経

済学の考え方をはじめ,学問の師匠として大変多くの薫陶を受けることができたことは筆

者の何よりの宝物である｡また繰り返しとなるが,本学にて皆川正教授の下で6年の長き

にわたり学問ができたことは,筆者にとって膨大な幸せである｡



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1V

　また北野重人氏,杉浦裕晃氏,村上敬進氏,小林照義氏をはじめ本学の諸先輩,諸学友

の方々には,本学へ単身編入してきた筆者に対して大変暖かく接してくれると同時に学問

上様々な助言をいただいた｡通例孤独になりがちな研究生活をそれなりに充実して過ごせ

たのもこうした方々のおかげである｡また博士課程3年次の1年間は,日本育英会より奨

学金をいただけたことで経済的な負担を軽減することができた｡最後になるが,大学時代

から現在にいたるまで,筆者のことを理解してあたたかく見守ってくれている両親をはじ

め家族,親戚,友人･知人の皆様にこの場をお借りして深く感謝申し上げたい｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2004年1月　　　　河合　伸
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第1章　価格理論と景気循環

1

　第1章では,過去の研究を概観するとともに,本論文が取り上げる問題の所在をあきら

かにする｡

1.1　過去の研究

　価格運動と景気循環との関係について,古典派の標準的な経済理論では,景気上昇期1)に

価格は上昇し,景気後退期に価格は下落する(図1.1)｡すなわち,価格運動は景気循環

価格p

y
　
p

　
･
:
･
I
V　
↑

一景気上昇期

噸･‥‥‥･　景気下降期

供給S

ぴ

需要p

　O　　　　　　　　　　　　　　　J財

図1.1:価格の順循環的運動:古典派理論

に対して順循環的である｡しかし現実では市場によって価格運動が反循環的となる場合

がある2)｡　日米の各産業の価格･限界費用比率であらわされるマーク･アップ3)に関する

　1)景気の局面は景気上昇期と下降期の2局面だけに焦点をあて,国民所得が増加する局面を景気上昇期と

し,減少する局面を景気下降期と定義する｡所得の増加､減少は労働時間と(名目)賃金率の動きに分けるこ

とができるが,ここでは賃金率が順循環的に変動するものと仮定する｡そして景気循環はー貫してモデルの外

から与えられたものとして議論する｡

　2)マクロ指標としての物価水準の動きについても,1920~30年代の大恐慌期を除く19世紀と第2次世界

大戦後において価格と産出量の相関関係は負の相関を示している(Kydland　and　Prescott　1990,　Cooley　and

Ohanian　1991)｡
　3)ここでマーク･アッブは価格･限界費用比率(P/訂C)と定義する｡ただし限界費用を実際に観測するこ
とは容易ではないため,Domowitz,et.aL(1986a,b)のように限界費用の代わりに平均費用を用いて推定する
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Domowitz,et.al･(1986b)等による実証研究によると,産業集中度の高い産業ではマーク･

アップは順循環的になるが,産業集中度の低い産業ではそれは反循環的になる4)｡また有

賀･他(1992),有賀･大日(1996)は産業を製造と流通の2つの段階に分け,製造段階の

産業,中でも産業集中度の高い産業ほどマーク･アップの順循環性が強いこと,逆に流通

段階の産業,とりわけ上流企業と密接な取引関係をもたない小売企業が集中している部門

においてはマーク･アップの反循環性が強く,また限界費用は順循環的であることを示し

た｡これらマーク･アップと限界費用の勤きから,産業集中度が低く比較的競争的である

と考えられる部門では,価格運勤は景気循環に対して硬直的であるか,あるいは反循環的

であることがわかる｡

　他方,ケインズ理論では,｢雇用は労働の限界生産力と実質賃金率が等しいところで決定

する｣という古典派の第1公準より,労働の限界生産力逓減の法則が成り立つならば,実

質賃金率は景気に対して反循環的に動く｡しかし実証では実質賃金率は景気に対して順循

環的に動くことが知られている(Geary　a,ndKennan1982)｡これは名目賃金率が景気に

対して順循環的に動くならば,価格は硬直的か反循環的に動くことを意味している｡すな

わち価格と景気循環との相関関係については,古典派理論･ケインズ理論,いずれにおい

てもうまく説明できない｡

　価格の反循環性を説明する理論は,供給サイドからの技術革新等,いわゆる｢供給ショッ

ク｣による説明,需要サイドからの需要の価格弾力性の順循環性による説明がある(図1.2)｡

そして,前者がニュー･クラシカルの立場で,後者がニュー･ケインジアンの立場である｡

本論は後者の立場から価格の反循環性を説明することを目的としている5)｡後者の先行研究

には顧客資本干デルのPhelps　and　Winter　(1970)をはじめ,0kun(1981),Stiglitz(1984),

Rotemberg　and　Saloner(1986),Bils(1989a,b),そしてWilson　a,ndR.eynolds(2003)等

がある6)｡これらの研究は,詳細は異なるが,主として独占市場や寡占市場を分析の対象

としており,概して景気後退期に需要の価格弾力性が非弾力的となることを通じて価格の

こともある｡そのためそれらの結果を扱う場合には一定の留意が必要である｡この議論に関する代表的なサー

ベイとしてはCarlton(1989)を参照されたい｡
　4)Bils(1987)は限界費用は景気に対して順循環的(procyclica1)な動きを示すが,マーク･アップは反循環

的(countercycncal)となることを示している｡
　5)価格の反循環性と実質賃金率の順循環性,そして限界費用の順循環性というそれぞれの実証結果を総合す

ると,ニュー･ケインジアンの見方がより納得的な説明を与えると筆者は考える｡ニュー･クラシカルの考え

方によれば限界費用は反循環的とならねばならないからである｡

　6)価格(あるいはマーク･アップ)の動きに関するより詳しいサーベイとしては,皆川(199卦有賀･大

日(1996),そして小田切(2001)第10章を参照されたい｡
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反循環性を説明する｡例えばBils(1989a)は経験財7)の顧客市場において次のように説明

する｡すなわち,景気上昇期には,まだ財の価値を知らない新規の消費者が多く参加して

いるので,需要が弾力的となっており,企業は彼らを顧客として獲得するために価格を下

げて対応する｡　しかし,景気後退期には,新規に市揚に参加する消費者は減少するため,

需要が非弾力的となり,企業は新規参加者のために価格を低くするよりも,すでに財の価

値を経験し,そのため高い留保価格をもつ顧客に対して,独占力を行使するほうが有利と

なる｡こうした伏況の下では,たとえ景気後退期に要素価格の低下などによって限界費用

が下落したとしても,製晶の価格が切り下げられることはなく,むしろ引き上げられるで

あろう｡

1.2　問題提起

　Bils(1989a),Rotemberg　and　Saloner　(1986)に代表されるこれらの分析は,相対的に

産業集中度の高い産業における価格の反循環性を説明するが,有賀･大目(1996)も指摘

するように,それは実証結果と整合的ではない｡皆川(1994)によれば,価格サーチ･モデ

ルを用いたStiglitz(1979)(1989)のモデルは,サーチ費用と市場の価格分布の関係をあき

らかにしようとしたものであるが,もしも景気の後退が,サーチ費用の下落をもたらすな

らば,産業集中度の低い産業における価格の反循環性を導き出すことができる｡

　しかしながら,皆川(199仙有賀･大日(1996)は価格サーチ･モデルと景気との関係が

7)経験財とは実際に消費するまではその価値が不確実な財のことをいう｡
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必ずしもあきらかでないことを指摘している｡皆川(1994)は次のように説明する｡サー

チ費用の解釈次第で二つの異なった考え方がある｡第一は,Stigler(1961)のようにサー

チ費用をサーチに要する時間の機会費用としてとらえる考え方である｡このような解釈の

もとでは,サーチ費用の大きさと景気の動きとは正の関係にあると見るのが妥当かもしれ

ない｡なぜなら,好景気のときには賃金率の上昇で余暇の重要性が増し,逆に不景気のと

きには賃金率の低下により余暇はそれほど貴重な存在ではなくなるからである｡第二ば,

Manning　and　Morgan　(1982)のようにサーチ費用をサーチに必要な運賃,白動車のガソ

リン代,あるいは電話代などのいわゆる物理的な費用としてとらえるものである｡この場

合には,サーチ費用と景気とは負の関係にあると考えてよいであろう｡なぜなら,景気が

良いときにはサーチ費用はそれほど大きな負担とはならないが,景気が悪くなるとその犬

きさは決して無視できなくなるからである｡そして,第一の解釈ならば価格の反循環性を

示すことが可能であるが,第二の解釈ならば結論は逆転する｡

　また有賀･大日(1996)は,次のように説明する｡価格サーチ･モデルにおいて,需要の

価格弾力性を決めるのは,価格分布のばらつきとサーチ費用である｡サーチの便益は価格

分布のばらつきが犬きいほど高く,サーチ費用が低いほど高い｡　したがって,反循環的な

サーチ費用か,順循環的な価格分布のばらつきを示すことができれば,需要の価格弾力性

は順循環的となる(その結果,価格の勤きは反循環的となる)｡　しかしながら,たとえそ

の考え方にしたがうにしても,サーチを行う消費者の分布そのものが,景気上昇期と後退

期では異なる可能性もある｡もしも,景気後退期に需要の価格弾力性が低い消費者の割合

が増えるならば価格の反循環性は成立するが,サーチの機会費用が低く所得の低い消費者

の比率が高まるならその結論は逆転する｡

　これら二つの議論は全く正反対のことを主張しているとも取れるが,実はそうではない｡

それはStiglitz(1979)(1989)のモデルは2期間モデルであり,サーチは各期に1回のみと

限定していることから,サーチ費用の効果も通常の価格サーチ･モデルとは異なるものに

なるためである｡

　次章以降の内容は以下のとおりである｡第2章では,価格サーチと景気循環との関係を

理論的にあきらかにする｡従来の価格サーチ理論に余暇を考慮した効用関数を導入し,サー

チ費用を機会費用と

その結果,有

的費用とに区別した消費者の主体的意思決定モデルを構築する｡

矢目巾)96)で｢サーチ費用が景気に対して反循環的ならば価格の反循環

性を示すことができる｣という指摘について,｢サーチ費用が景気に対して順循環的であっ
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ても価格の反循環性を示すことができる｣ということを示す｡

　第3章では,世代重複構造をもつ原子的市場(atomistic　market)における分析を行う｡

原子的市場とは,完全競争市場とほとんど同じ構造をもつ(したがって低集中度の産業で

ある)が,市場の競り売り人が存在せず,企業が価格設定を行い,かつその設定された価

格について消費者は十分な情報をもたない市場である(Hey　1974)｡したがって消費者はど

の店がどの価格を設定しているか知りえず,ランダムにサーチを行う｡この設定の下,景

気後退期に低所得者層の一部が市場から退出するならば,価格の反循環的な動きを説明で

きることを示す｡

　第4章では,第3章と同じ原子的市場において,企業がランダム･プライシング戦略を

採るというモデル設定を変更して,各企業が同一戦略を採り続けるような市場を考察する｡

消費者ははじめ,店の設定価格を知らないためランダムに選択して消費するが,一度低価

格店を訪れると,次の期には低価格店の場所を知り,そこに訪れることができる｡第3章

と異なるのは価格分布が生じなくなる点であるが,こうした設定の下で景気の動きに対し

て反循環的な価格運動を導出する｡

　第5章では,第3章と第4章とは異なり,企業数を可変とし,寡占小売市場を考察する｡

通常の寡占モデルと異なるのは,各小売店がメーカー希望小売価格を所与として割引競争

をする点である｡そのとき―物一価が成り立たず,低価格(害呵|価格)において価格分散

(price　dispersion)が生じる｡景気後退期に一部の所得を失った消費者が市場から退出する

と,価格分散(Price　dispersion)が生じ,均衡価格が競争価格水準から上方へ離散する｡こ

の現象は企業数が多い(したがって低産業集中度である)市場において生じやすいことか

ら競争的な市場における価格の反循環性を示す｡

　最後に第6章では結論を述べる｡結論においては,本論文の総括と今後の研究諜題につ

いて述べる｡
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　第2章1)では消費者の価格サーチ行勤と景気循環との関係を理論的にあきらかにする｡そ

のためには,第1章で取り上げた皆川(1994)の指摘にあるように,サーチ費用を機会費用と

物理的費用とに明確に区別する必要があるが,従来の価格サーチ理論(Stigler(196牡Hey

(1979),Manning　and　Morgan　(1982),Stiglitz(1979)(1989),そして長島･新堂(2002a判

等)ではサーチ費用を機会費用と物理的費用とに明確に区別されていない｡そこで,従来

のモデルに余暇の消費を含む効用関数を導入し,労働と余暇とサーチ時間の選択問題とし

て再定式化する｡分析を通じて,機会費用の低下には,サーチ回数を増やす効果に加えて,

市場から退出する効果も存在することが判明する｡その結果｢景気循環に対してサーチ費

用が反循環的に反応するならば,需要の価格弾力性が順循環的になる｣(有賀･大日1996)

との主張とは別に｢景気循環に対してサーチ費用が順循環的であっても需要の価格弾力性

が順循環的になる｣ことを示すことができる2)｡また,本章の後半ではStiglitz(1989)の

モデルに余暇の選好を考慮した効用関数3)を導入して価格の反循環性を説明する｡本章の

議論の大前提として,サーチ費用を物理的費用と機会費用に区別したとき,景気に対して

相関をもつのは機会費用のほうで,それは景気に対して順循環的に動くものであるという

仮定をおく｡

　第2章の構成は以下のとおりである｡次の第1節において,価格分布の存在する市場に

おける消費者の最適な価格サーチ行動を分析する｡この目的のためStigler(1961)=Hey

(1979)流の価格サーチ･モデルを効用関数を明示した形で再構築する.第2節では,景気

循環を外生的とし,特に景気後退局面におけるサーチ費用としての,機会費用･物理的費

用の変化の効果を分析する｡第3節では,Stiglitzモデルを再解釈することにより,価格の

反循環性が説明できるかどうかを考察する｡第4節は第2章のまとめを行う｡

　1)本章は河合(2004)『経済科学Jvol.51,N0.4に公開セミナーにおいていただいたコメントをもとに加筆･

修正したものである｡

　2)こうした観点に基づいて第3章では所得分布を導入して議論している

　3)ただし第1節とは異なりStiglitz(1989)と同じ準線形効用関数を用いて議論する｡
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2.1　モデル

　Stigler=Hey流の価格サーチ･モデル4)を考察する｡すなわち,消費者の意思決定問題

として,非分割財(indivisible　good)zの消費決定を主な考察対象とした部分均衡分析を行

う｡消費者は訂人存在し,選好は同質的とする｡各消費者は財Jを1単位のみ消費でき

るものとする｡したがってJE{0,1}である｡企業数(小売店)はyとし,それぞれが

異なる価格で財Jを販売しているものとしよう｡消費者は財Jの価格分布F(p)は知って

いる5)が,個々の店の価格は知らないものとする｡そこで各消費者は財Jを購入するため

に,N個の小売店(企業)の中からランダムに1つの店を選択して,その店の価格(各店

につき1つの価格とする)を知る｡この行動を｢サーチ｣と呼び,サーチ1回につき通信

費,交通費等の物理的費用(サーチ費用)C>Oがかかるものとする｡また財Jを購入す

るためには少なくとも一回はサーチをしなければならないものとし,消費者はあらかじめ

決定した回数のサーチをした後に,その中の最低価格で財Jを購入するものとしよう｡

　消費者は次のような同質的な効用関数をもつものとする｡

び(J･mj)゜(1十aJ)mり1‾&,a>0,0<&<1 (2.1)

ここでJE{O汗}は非分割財,mER士は残余所得パER申は余暇の消費である｡効用関

数を明示的に扱うことによって,従来のモデルでは考察されていなかった消費者の市場参加

問題を分析することが可能となる｡このタイプの効用関数は,形は異なるが,Gabszewicz

and　Thisse　(1979),ShaJked　a.nd　Sutton　(1982),そしてMinagawa　a,nd　Kawaパ2003)な

どによって用いられたものと本質的には同一である6)｡しかし,前2者と違い,Minagawa,

and　Kawaパ2003)と本章では,効用関数をJ財の消費について統一的に取り扱えるよう

にエ夫がなされている｡また本章とMinagawa　a,nd　Kawai　(2003)との違いは余暇の効用

を新たに取り入れている点である｡

　次に予算制約についての仮定を述べよう｡消費者は賃金率uJ>Oの下で労働£を選択

　4)本章はサーチ回数を予め決めてサーチを行う｢固定標本サーチ(nxed-sample-size　search)｣あろいは｢予

定サーチ(pre-determined　search)｣を考察の対象とする｡これに対してサーチを行うごとに新たなサーチを
するかどうかを決定するサーチを｢逐次サーチ(sequential　search)｣というが,本章では考察の対象としな

い｡なお逐次サーチについてはHey(1979)を参照されたい｡
　5)ここでの価格分布F(p)は,消費者が過去の経験などから形成している主観的な確率分布であり,この価
格分布が実際の価格分布であるという保証はない｡ただし,議論を簡単にするため,この価格分布はすべての

消費者の共有知識であると仮定する｡

　6)形式的には財zが非分割財で,かつその効用関数が(1十αJ)u(mj)のように,財zの効用と残余所得の
効用と･が加法分離的でないタイプである(加法分離型の効用関数については第2.3節参照)｡
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し,賃金所得t£を得る｡そしてサーチ回数をnENとすると,予算制約式は次のように

なる｡

　　　　　　　　　　　　　　　£[p叫]J十m=�し-cn　　　　　　　　　　　　　(2.2)

ここで£胴n]は財Jの価格分布F(p)から導出されるサーチn≧1回における期待価格を

あらわしている7)｡さらに労働の初期賦存量を£>Oとし,サーチ1回につき時間1単位

を消費するものと仮定すると,労働と余暇とサーチの関係は8),

　　　　　　　　　　　　　　　　　£≡£十Z十n　　　　　　　　　　　　　　　　(2.3)

となる.(2.3)式を(2.2)式に代入することにより予算制約式(2.2)は,

£[7和]J十゛十゛匹Jレ叫十c)n (2.4)

と,財zと残余所得mそして余暇Zとサーチ回数の選択問題となる｡右辺の第2項から,

サーチ費用は物理的費用cだけでなく機会費用gも含んでいることがわかる｡これはサー

チ活勣が余暇または労働時間を犠牲にして行われるためである｡　したがって,物理的費用

に機会費用を加えた(w十c)が,余暇の選択を考慮した場合の,サーチの｢限界費用｣であ

る｡以上をまとめると,消費者は所与の価格分布F(p)とサーチ費用(乳c)の下,次の効

用最大化問題を解く｡

問題l　　maxび(J,乳c)=(1十aJ)mり1‾6
　　　　　　　z､n1,Z,n　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　s.t.£回川丿十m十切Z=切£-(切十c)n

ここで分析を容易にするために,次の仮定をおく｡

仮定2.1

　
0
　
　
1
J
I

　
　
　
=

　
　
　
J

n=0

n>1

(2.5)

(2句

　7)例えば価格が区間10,1]に―様分布している場合,£回州=1/(n十1)となる府録:補題2.2参照)｡

　8)より一般的にはサーチ時間をサーチ回数の増加関数としてS㈲とすることもできる｡今回は別n)=77
のケースである｡
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　仮定2.1によってJ財1単位を消費するかしないかという問題は,サーチをするかしな

いかという問題に集約され,サーチをしない場合は,財Jは消費せず,サーチをするなら

ば,財Jを購入することを前提にして何回サーチをすると期待効用を最大にできるかとい

う2段階の問題に帰着する｡

　この仮定の下,次の補題が成立する(以下の2つの補題の証明は付録を参照されたい)｡

補題2.1仮定2.1の下,問題Iは次の問題IIとなる｡

問題Il　　max　y(g,c,n) t
　
　
　
= βジ£,

β(1十a)れn)
扨1‾わ

n

n>
　-

0

1

ここでβ≡内1-わ)1犬れn)≡Jレ叫十c)n-£[刈叫である｡

　次の補題は期待限界利得£[pl川-£[p叫十川こ関するものである｡

補題2.2(Hey　1979)ランダム･サーチの下,期待限界利得の値は正でかつ逓減し,0に

収束する｡すなわち,

　　£[P叫ト£[pln十1]>0

　　£圖川-£[p叫十1]>£Lp叫十1ト£Lp叫十21

1im{杓和ト£[p叫十1]}=0

である｡

　補題2.1,2.2より,次の命題が成立する｡

命題2.1仮定2.1の下,n≧1における最適サーチ回数引ま,次の支出最小化問題

min杓和ド師十巾

によって求めることができる｡また,そのときの最適サーチ回数ハは,

f匹゜沁{7和≧1,回十c>£[pl川-E[p叫十1]}

であらわすことができる(図2.1参照)｡

(2.7)

(2.8)
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£[ホト£[p叫十1]

切+C

　　　　0　　1　　ヅi　　　　　　　　n

図2.1:　n≧1におけるサーチ回数ハの決定

10

証明　まず(2.7)式を証明する｡仮定2.1より,補題2.1が成立する.そこで問題IIは,

rnax

　n

U(切,c,n) t
　
　
　
一
一

βジ£,

β(1十a)れn)
切
1-6

n=0,

n>1.
(2.9)

とあらわすことができる｡これよりn≧1の場合,所得れn)を最大にするnを選択する

ことが最適であることがわかる｡ここで7(n)は残余所得と余暇に振り向けられる所得の

大きさを示しており,

　　　　　　　　　　　j加汁{ゴ上叫十c)n-£[ホ]yスフ　　　　　　　　　(2･即
である｡したがって,n≧1のときはれn)の第2項と第3項の和を最小にすればよい｡す

なわち(2.7)式である｡

　あこ(2,8)式を証明する.補題2.2より,サーチによって期待限界利得は逓減し,0に収

束するのに対して,限界費用はg十c>Oで一定であることから,所与の師十c)の下,

(2.8)式の八は一意に存在する.そして八≧2ならば,それは次の条件式を満たす.

£[p叫-1ト£回川 ≧g十c>£胴川一£[p叫十1] (211)

またハ=1ならば,次の条件式を満たす｡

　　　　　　　　　　　　　　uJ十c>£圖伺-£[p叫十1]　　　　　　　　　　　(2.12)

(2.11)式は,ハ回目のサーチにおいて期待限界利得は限界費用と等しいかそれを上回って

いるが,八十1回則こおいて期待限界利得が限界費用を下回ることを示している｡そのと
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き消費者は,穴-1回よりは八回を,八十1回よりは4回をそれぞれ選択するため,サー

チ回数を八とすることが最適であることがわかる｡八=1の場合は,£[ploト£[pl1]が定

義されていないため,(211)式は成立しない.この場合(2.12)式と補題2.2より,サーチ

回数nを増やしていくと,限界費用叫十c)と期待限界利得£圖nト£[p叫十1]の差は拡

大していく一方なので,n≧1の中ではハ=1が少なくとも最適なサーチ回数であること

がわかる｡そして,このようにして求められた剥ま(2.7)式の解に他ならない.　　　･

　命題2.1の｢必ず1回はサーチする｣という状況下で最適サーチ回数を求める問題は,

Stigler(196牡Hey(1979)によっても導出されている9)｡ただし,その解である引まn≧1

の場合,すなわち市場に参加する場合の最適サーチ回数であり,(2句式からもわかるとお

り,市場に参加しない場合,すなわちn=Oの場合との比較を問題として残している｡従

来のモデルではこの問題は考慮されていないが,景気循環との関連を分析する上では,そ

れは非常に重要な問題となる｡以下,この問題を詳細に分析してみよう｡

最適消費行動の決定

　命題2.1の(2.7)式より,n≧1の場合の最適なサーチ回数ハが求められるので,これを

問題IIの(2.9)式に代入すると,次のように,2者択一の問題となる｡すなわち,サーチを

して財Jを1単位購入するか,サーチをしないで財Jを購入しないかの問題である｡

max　U(切,c,n) fl

βジ£,

β(1十a

n=0

岬加)
Tコ‾‾ッ　n n

(2.13)

(214)

≧U叫 c,0)

(2.15)

`y-

心

彷

ここで,次の命題が成立する｡

命題2.2仮定2.1の下,消費者がJ財を購入するための条件は,

であらわされる｡

a�し≧£㈲伺十師十c)礼　Oくa<1

こで,aE(爪)である｡
証明　仮宝2.1と(2.13)式より,消費者が財ヱを購入するための条件はU(乳c示)

である｡　したがって,

(1十岬俑)≧uJ£

9)ただし,証明方法は同じではな<,公.の正確な導出もなされていない(Hey(1979)Ch.11.2参照)｡
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である1o)｡れ司=Jレ叫十c)八-£[刈伺と(2.15)式より,(2.14)式を得る｡

12

　命題2.2の(2.14)式より,消費者はJ財を購入するかどうかの決定を,J財に対する支

出を最小化した上で,その支出が初期賦存量価値Jしの一定割合の大きさを超えていない

かどうかによって判断することがわかる｡

　命題2.1の(2.8)式と命題2.2の(2.14)式より,次のような｢サーチ関数｣と｢市場参加

条件｣を導出することができる｡

<サーチ関数>

<市場参加条件>

有(切,c)=min{川n≧1,

a£>
£Lp叫叫
-

uj十c>£回川-£回n十1]}

c)1
1十と)叫叫c)

(2ユ6)

(2.17)

　ここで｢サーチ関数｣は,消費者が市場に参加する場合(n≧1)において,サーチ費用

(呆c)が与えられたときの最適なサーチ回数を示す関数である11).また｢市場参加条件｣

は,財Jを購入するか否か,すなわちその市場に参加するか否かを決定する条件式である｡

この市場参加条件は消費者の主観的評価である財Jの消費と所得の限界代替率がその客観

的評価である価格比以上であれば市場に参加することを意味している｡

2.2　サーチ費用変化の効果

　本節ではそのサーチ費用叫岫の変化が消費行動に与える効果を分析しよう｡例末ば機

会費用gの増加は限界費用叫十c)を増加させる一方でパ2.17)式より実質的なサーチの

限界費用(1十c/刈を減少させることがわかる｡以下,機会費用と物理的費用それぞれの

変化が,消費者のサーチ行動にどのような影響を及ぼすのかをより厳密に分析してみよう｡

機会費用の変化

　まずは,物理的費用cを任意の水準に固定して,機会費用gの変化による効果を分析す

る｡ここで次の命題が成立する｡

1o)両者が無差別の場合は財jを購入するものと仮定する｡

川最適サーチ回数は当然,価格分布の変化にも影響を受けるが,価格分布変化の効果は考察の対象外とする｡
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命題2.3仮定2.1の下,n≧Oにおける最適サーチ回数n*は,t,≧笙において機会費用

u/の非増加階段関数となり,n*=八叫,c)である｡またgく笙においては,n*=Oとな

る｡ここで切は,

辺=min{列リ>0,a£≧

によって与えられる｡

4(0,c)

1
　
0

£肺和,c)]

n

紅0,ど)

1
　
0

1十と卜叫c)}

　　　　　　　　　　扨　　　　　　　　切　　切/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　-　-

回2.2:機会費用とサーチ回数c<ど

(2.18)

切
-

切

証明　はじめに,サーチ関数ハ(乳c)が非増加階段関数となることを示す｡サーチ関数(2.16)

より,gが上昇すると条件式の左辺の制約が緩くなるため,最適サーチ回数引ま減少する

(図2.1参照)｡そのとき,サーチ回数は離散なので,階段関数となる｡したがって,サーチ

関数は機会費用gの非増加階段関数である｡さらに,期待限界利得がサーチ回数の減少と

ともに逓増することから,いわゆる｢階段の幅｣はgの上昇とともに逓増する(図2.2㈲

参照)｡

　次に,市場参加条件(2.17)の右辺は回の減少関数であることを示す｡そこでまず市場

参加条件を満たすような任意の水準にサーチ費用((c)ER仁を固定する｡このとき

�=min{列縦乳c)=列肌c)}とする｡するとg={硝縦乳c)=試肌c)}においては

八は変化しないため,市場参加条件の右辺は(2.17)式より,あきらかにu/の減少関数であ

る｡次に,♂<�において,最適なサーチ回数がちょうど縦肌c)十1になったとしよ

う｡すなわち♂=sup{硝縦♂岫=列(c)十1}である｡そのとき市場参加条件の右辺
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について次の関係が成立する｡

£ぱ肋(♂,c)|
〃 十(1十言)列♂岫>亙睦ヤ凸血十(1十言)列♂岫
　　　　　　　　>到とヅ乙亘L十(1十言)縦(c)

14

(2.19)

ここで最初の不等号はg″<�であることから成立し,次の不等号は,列�,c)が(�,c)

の下で支出を最小化するサーチ回数であることから成立する｡　以上の議論が任意のg>0

でいえることから,市場参加条件の右辺はUJの減少関数であることがわかる｡したがって,

(2.18)式で定義される坦は一意に存在する.そしてg≧笙においては,市場参加条件は

常に満たされ,最適なサーチ回数はサーチ関数紅乳c)であらわされる｡一方,uJ<瓦に

おいては,市場参加条件が満たされないため,消費者は市場に参加しない｡すなわち最適

なサーチ回数はn*=Oである｡

　最後に,十分大きいuバこおいてn*=1であることを示す｡佃=min{列有叫,c)=1}

とすると,g>初においては,市場参加条件を満たし続けることから,n*==1である

(図2.2㈲参照)｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　命題2.3より,物理的費用cが上昇すると,同じ機会費用の下でも最適なサーチ回数が

減少することに加え,市場から退出する機会費用の水準笙も上昇するため,消費者は市場

から退出しやすくなることがわかる(図2.2(わ))｡また機会費用の低下に伴う物理的費用

の相対的な上昇は,市場参加条件(2.17)に影響を及ぼすのみで,市場に参加した場合の最

適サーチ回数の変化とは関係がないことがわかる12)｡

物理的費用の変化

　次に機会費用u/を任意の水準に固定して物理的費用cの変化による効果を分析してみよ

う｡機会費用の場合と同様に,ここで次の命題が成立する(証明は命題2.3と全く同様に

してできるため,省略する(図2.3㈲参照))｡

命題2.4仮定2.1の下,n≧Oにおける最適サーチ回数n*は,c≦訓こおいて物理的費用

の非増加階段関数となり,n*=八叫,c)である｡またc>刈こおいては,n*=Oとなる｡

12)このように効用関数から議論をすることによって,従来のモデルでは分析されていなかった市場への参

入･退出に関する分析が可能となるのである｡
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ここでどは,

ご=max{巾>0,a£≦£睦ツノ,c)]
によって与えられる｡

n

列Oタ)

1
　
0

n

�)
1
　
0

一

C

1十と)列g,c)}

:→

㈲

バ

申‥‥‥←

C

15

(220)

　　　　　　　　c　　　　　　　ご　ど

図2.3:物理的費用とサーチ回数g<ぜ

　命題2.4より,機会費用gが上昇すると,同じ物理的費用の下でも最適なサーチ回数は

減少することに加え,市場から退出する物理的費用の水準aも上昇するため,消費者は市

場から退出しやすくなることがわかる(図2.3㈲)｡

　以上の議論において,サーチ費用を機会費用と物理的費用に区別して,それぞれの効果

を分析した｡最初に述4たように有賀･大日(1996)によれば,価格の反循環性の説明に

はサーチ費用の反循環性がいえればよい｡なぜなら,サーチ費用の反循環性が需要の価格

弾力性の順循環性を生むからである｡命題2.3,命題2.4より,サーチ関数に関していえ

ば,たしかにサーチ費用と需要の価格弾力性は負の関係にある｡そして消費者のサーチ費

用が同一ならば市場参加条件を満たす範囲に限定してその効果を分析することが可能であ

る｡しかし消費者のサーチ費用が分布している場合,市場参加条件を考慮すると,サーチ

費用の分布状態によって需要の価格弾力性は異なるものとなる｡例えば,サーチ費用の上

昇が機会費用の上昇ならば,既存の消費者を非弾力的にするが,新たに市場参加条件を満

たすこととなった弾力的な消費者が市場に参加してくることもありうる｡また物理的費用

の上昇ならば,やがて既存の非弾力的な消費者を市場から退出させ,その割合を低下させ

る可能性がある｡逆にサーテ費用が低下した場合,それが物理的費用の低下によるものな

らば,既存の消費者を弾力的にするが,あらたに非弾力的な消費者が参加してくるかもし

れない｡また機会費用の低下によるものならば,やがて既存の弾力的な消費者を市場から
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退出させ,需要を非弾力的なものにする可能性もある｡これは有賀･大目(1996)の指摘を

理論的に分析した結果である｡　したがって,サーチ費用の反循環性について安定的な結果

を保証するためには,大きくわけて次の2つの方法が考えられる｡　1つは,サーチ費用を

消費者間で同一にした上で,かつその変化の範回を特定化する方法である｡もう1つは,

サーチ費用に分布がある場合,サーチ費用の変化をある特定の階層に限定して,その結果

の分布を仮定する方法である｡

2.3　価格の循環的運動-Stiglitzモデル再考

　本節では,前節までの議論を踏まえて,Stiglitz(1979)(1989)モデルの再解釈を行う｡そ

こでStiglitzモデルを次の2つのモデルに分けて議論をすることにしよう｡前半のモデル

は,Stiglitzモデルが暗黙的に想定する効用関数を用いると,サーチ費用が物理的費用の

みであらわされるため,価格の反循環性を説明するモデルとしてあまり適切でないことを

示す｡後半のモデルは,余暇を考慮した効用関数を用いると,サーチ費用に機会費用を含

めて分析することが可能となり,価格の反循環性を説明することが可能となることを示そ

う｡それではまず前半のモデルから議論をはじめよう｡

消費者

　Stiglitz(1979)(1989)と同様に,市場価格は高価格沁が1-λ,低価格p,がλの割合で

分布しているものとする｡サーチは1回のみ行われ,第2回目のサーチ費用は禁止的高価

(prohibitively　expensive)な水準と仮定する｡消費者は次の効用最大化問題を解く｡

　　　　　　　　　　　　　　　　max　aヱ+m

　　　　　　　　　　　　　　　　s.t･戸+m=y一c

ここでμは所得である｡すなわち!ノ≡g£である｡pは財Jの価格で店内で知ることがで

きる｡c>Oは前節同様,物理的費用である｡なお,この効用関数は第2.1節の(3.7)式と

異なり,余暇の効用がなく,財zの効用と残余所得mの効用とが加法分離的となっている

点に注意しよう｡この効用関数については,Stiglitz(1989)p780-注9を参照されたい｡そ

こで第21節の問題IIに対応するように効用関数を変形すると,

mぴx回十(μ-y-c)
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となる｡消費者が高価格店において財Jを一単位買うか買わないかの留保価格は,

a十(!/一沁-c) ≧y-c

17

(2.21)

より,荊=aである｡

　次に効用関数を2期間に拡張し,第1期目に幸運にも低価格店を訪れた消費者は,第2

期目のために財Jを1単位余分に購入できるものとする｡そのときの留保価格は次の条件

式により求められる｡

a十(y―以-0十7(a十y) ≧a十(y-p,一c)十7(a十(y一 ターc)) (2.22)

ここで7∈(O川は割引因子であり,戸=(1-λ)沁十知,は平均価格である｡左辺は第1

期に2単位買う場合の生涯の効用であり,右辺は第1期は1単位だけ購入し,第2期にも

う一度市場に参加して購入する場合の効用である｡これより,留保価格は,

pz =7(j十c) (2.23)

である｡ここで7=1/(1十δ)とおくと,割引因子7はStiglitz(1979)における貯蔵費用

知に対応するものであることがわかる｡平均価格の定義より,(2.23)式をpバこついて解く

と,次式を得る｡

pl
-

一

7(1-λ)艮
-

1-7λ 1

沁=aと合わせて,これを｢利潤最大化条件｣と呼ぶ

企業と市場均衡

y

7λ
(2.24)

　簡単化のために限界費用をOと仮定すると,企業の利潤は収入によってあらわされる｡

均衡においては高価格店と低価格店の利潤が等しくなっている必要がある｡次式は左辺が

高価格店の,右辺が低価格店の利潤である｡

玲
(1十1-λ)訂
　　yV

-

- pl
(2十1-λ)訂
　　y

(2.25)

ここでλは,低価格の分布を示す芦の定義にあらわれるλと同一のものである｡また訂

は消費者数を,yvは企業数を示している｡各期の高価格店には,(訂/Ⅳ)の若者が訪れ1



a>c>
2-37
-

37
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単位購入し,前期に高価格店を訪れた老人(1-入)(訂/y)が1単位購入する13)ことから,

高価格店の収入は左辺であらわされる｡低価格店の収入は,若者が2単位購入していくこ

と以外は高価格店の場合と同様であるから,右辺であらわされる｡これより,次式を得る｡

pz
-

-

(2-入)旅
-

3-λ
(2,26)

これを｢等利潤条件｣と呼ぶ｡これら利潤最大化条件(2.24)と等利潤条件(2.26)とを図に

示したのが図2.5である｡図中の横軸は低価格店の割合を,縦軸は低価格水準をそれぞれ

示している.利潤最大化曲線上では,低価格店は利潤を最大にしていることを示し,低価

格戦略をとる場合,低価格店の割合に応じて利潤最大化曲線上の価格を選択する｡等利潤

曲線上では,高価格戦略と低価格戦略が等利潤であり,等利潤曲線より下側(上側)では,

高価格店のほうが低価格店より利潤が高く(低く)なっていることを示している｡ここで

　　　初

　p八=a

7(a十c)

　　　誓
　　　/

　可

利潤最大化曲線

等利潤曲線

4
1
1
脊

a
一
2

:　^yc
●　W

1　1-7

　O　　　　　　λ*　　　　1

図2.4:　2価格均衡(TPE)の存在

λ

均衡を保証するため次のことを仮定する｡

仮定2.2消費者は第1期目は必ず市場に参加する｡また第1期目に高価格店を訪れた消

費者は第2期目に必ず市場に参加する｡

ここで図2.5より,次の命題が成立する｡

命題2.5(Stiglitz　1979,1989)仮定2.2の下,

7>

1
-

3 ぐ

1-7

う ぐ う a肘

　13)ここで消費者は世代重複しているものと仮定している｡　Stiglitzモデルでは,明確に仮定されていないが,

この仮定は必要である｡
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ならば,λ*∈(0,1)は一意に存在する｡

　また,図2.5より,物理的費用cの下落が均衡価格(低価格)水準を上昇させる｡すな

わち物理的費用の運動が景気循環に対して順循環的ならば,価格の反循環性を説明するこ

とが可能となる｡しかしながら,物理的費用と景気循環との相関関係は実証的に必ずしも

明らかではなく,通常は一定と考えられるため,この設定のままでは皆川(1994)の指摘

のように,価格の反循環性を説明するモデルとしては適切ではない｡

余暇の選好を考盧したモデル

　次に余暇を考慮した効用関数でStiglitz(1989)モデルを再解釈すると,価格の反循環性

を説明することが可能となることを示そう｡そこで第2.1節の問題Iで考えた効用関数を

応用して,次のような効用最大化問題を考える川｡

万漂ぅ汗J1十伺zl‾゛十フドJ21十J22)十肩4づ
s･t･　PI(ぶ1+J21)+m1+切Z1=切£一(切十c)nl

　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　p2£22十m2十切Z2=彷£-(切十c)n2

　　ぶ21J22=0

ここで添え宇の1,2は消費貴の第1期目,第2期目を指す｡また,(z21,z22)はいずれも第

2期の消費をあらわすが,購入時期によってそれを区別している｡したがってJ21とz22は

同時に1となることはない｡それが制約式にあるZ21J22=Oの意味である｡また沁は確率

変数である｡先程同様サーチ回数は1回までである｡ここでMinagawa　and　Kawa亘2003)

モデルとの違いは4つあり,財Jの効用と残余所得の効用が加法分離的となっている点と,

第1回目のサーチ費用がOではない点,そして余暇の選好を考慮している点,最後に消費

者が全てにおいて同質的である点である｡補題2.1の証明と同様にして上の問題は次の問

題に置き換えることができる｡

　max　aJ1+
ヱ1,Z21,Z22 j尚叫£一叫十c)n1-p1(z1十J21))

十7卜叶21十J22)十
14)この問題の詳細な分析は第3章で行う｡

言(Jレ師十c㈲-p2ヱ22)｣
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この問題から導出される留保価格は,(2.21),(2.22)式と同則

p瓦=a

pz=7(j十t十c)

20

こ求めると,次のようになる｡

　　　　　　　　　　　　(2.27)

　　　　　　　　　　　　(2.28)

ここでStiglitzモデルとの違いは,低価格p,のサーチ費用の部分に機会費用が入ったこと

のみである｡　したがって次の命題が成立する｡

命題2.6仮定2.2の下,

　　　1

7)百

1p
　
a

(α十y十C
α+'�+C {
ぢ↑

ぐ う a>彷+c> ぐ

2-37
-

37

　
　
aう

λ

(2.29)

ス

1-7
-

27

ならば,景気後退期における機会費用の機会費用tむの低下は,低価格plを上昇させ,か

つ平均価格jも上昇させる｡

O　　　　　　λ*　　　　1

図2.5:価格の反循環的な運動

　図2.5は,景気後退期における機会費用u7の低下が利潤最大化曲線を下方ヘシフトさせ,

新たな均衡点どが等利潤曲線の左上方へ移り,λ*の低下と可の上昇をもたらす場合を示

している｡機会費用の低下は,利潤最大化曲線の下方シフトを通じてλ*における留保価

格plを点Åの高さまで低下させる｡ここで点Åは等利潤曲線の下側に位置するため,低

価格店は高価格店より利潤が低い｡そのため低価格店の一部は高価格店へと移行するため

低価格店の割合λ*は減少する15)｡λ*の低下は来期の平均価格βの上昇を通じて留保価格

pzを上昇させる｡その結果,残った低価格店は価格を引き上げることができ,高価格店と

の利潤の差が縮小する｡そして新たな均衡点Fまでこの過程が続くのである｡

　15)低価格戦略から高価格戦略に変更する速度は,低価格水準を調整する速度より遅いものと仮定する(Stiglitz

1979　p209　参照)｡
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2.4　まとめ

　本章は消費者の価格サーチ行動と景気循環との関係について,サーチ費用としての機会

費用と物理的費用の変化が消費行動に与える効果を中心に分析した｡まず景気循環に対して

機会費用は順循環的であり,物理的費用は一定であるものとして議論すると,皆川(1994),

有賀･大日(1996)の指摘について次のことがいえる｡はじめに皆川(1994)の指摘のとお

り,Stiglitz(1979)(1989)モデルを直接用いて議論することは必ずしも適切ではない.な

ぜなら,第2.3節で議論したように,Stiglitzモデルはサーチ費用を物理的費用として捉え

るため,サーチ費用の低下による価格の反循環性を説明することができないためである｡

次に有賀･大日(1996)が想定するようなサーチ費用の反循環性による説明も適切ではな

い｡なぜなら,景気循環に対してサーチ費用は反循環的とはならないからである｡

　結局,価格サーチ･モデルを用いた価格の反循環性の説明には,機会費用の順循環性に

よる説明が必要となる｡そこで物理的費用は同一かつ一定であると仮定した上で,機会費

用が同一である場合と分布している場合とに分けて分析してみよう｡まず,機会費用が全

ての個人において同一である場合には,その変化の範囲を市場退出水準以上に限定するこ

とによって第2.3節の後半のモデルのように価格の反循環性を導くことができる｡一方,

機会費用が分布している場合には,今度はその分布の変化によって分析してみることが必

要となる｡Minagawa,　a.nd　Kawai　(2003)は,機会費用の分布の代わりに所得分布を用い

て,価格の反循環性を導出している｡

　Stiglitzモデルを発展させたこれら2つのモデルにおいて,有賀･大日(1996)の推論と

は逆に,サーチ費用(機会費用)の｢順循環性｣が需要の価格弾力性の順循環性を説明でき

るのはなぜであろうか｡その理由は,Stiglitzモデルは各期のサーチ回数を1回と仮定し,

2期間の最適化問題を解くモデルであり,本章の第3節までのモデル,すなわち有賀･大ロ

(1996)の想定するモデルとはその構造が大きく異なっているためである.本章の第2,3節

後半のモデルは次のように説明する｡例えば景気後退期における機会費用の低下は,来期

の市場への参加費用を低下させるため16),貯蔵のための留保価格が低下する,そのとき

｢高価格は不変のまま,低価格が低下すること｣により需要が非弾力的となるのである｡こ

れに対して,Minagawa.　and　Kawai　(2003)モデルは所得分布による市場退出効果を用いて

それを説明する｡例えば景気後退期における低所得者の割合の低下は,低価格店の販売数

16)市場参加粂件を満たす範囲に限定して議論している点に注意されたい｡
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量の減少を招くため利潤が低下する,このとき｢高価格は不変のまま,低価格の需要が減

少すること｣により需要が非弾力的となるのである｡

付録

補題2.1仮定2.1の下,問題Iは次の問題IIとなる｡仮定2.1の下,問題Iは次の問題II

となる｡

問題Il　　max　U叫冲,n) t
　
　
　
= 肋仏

β(1十a)μn)
切1‾わ

n=0

n>1

ここでβ≡内1→)1すれn)≡g£づlg十巾-£回川である｡

証明　まずサーチ回数nを所与として,問題Iより,残余所得と余暇の需要をnの関数と

して求めると次のようになる｡

m(切,cぷ)=わ7(n)

Z(切,c,n)=
(匹叫㈲
一

(2

(2

30)

川

そこで(2.30),(2.31)式を問題Iの効用関数(3.7)に代入すると,次の間接期待効用関数を

得る｡

y(切,c声)=
β(1十a)れn)
切1‾わ

したがって,仮定2.1の下,問題Iは問題IIとなる｡

補題2.2ランダム･サーチの下,期待限界利得の値は正でかつ逓減し,0に収束する｡す

なわち,

である｡

　　£㈲川-£汁l十1]>0

　　仙和トE汁1十1]>肋和十1トE[p叫十2]

lim{杓和ト£[p叫十岨=o
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証明　各店を一軒ずつn回ランダムにサーチしたときに,価格pより低い価格を発見でき

ない確率は,

　　　　　　　　　　　　　　1-G(刈n)=け-F(p)戸

である｡これより逆にpより低い価格を発見できる確率は,

G(P㈲=1-[1-F(p)戸 (2.32)

である｡この(2.32)式をpで微分すると,価格pをn回のランダム･サーチによって発見

できる確率ぬ和)がでる｡

g(p㈲=好(刈1-F(p)戸-1 (2.33)

したがって期待価格£回川は,最小価格をm,最大価格を7z,すなわちm=max[刈F(P)=

O]四=min㈲F(p)=1]とするとパ2.33)式より,

£回川=ズ≒ny(刈1-F(p)戸‾1面(2.34)

となる｡また部分積分によって,(2.34)式は,

　　　　　　　　　　　　　　E[p叫レu几ご{1づ1-F(p)円面　　　　　　　(2.35)　　　　　　　　　　　　　　　､　　　　　　　　　　771

とあらわすことができる｡(2.35)式より期待限界利得は,

　　　　　　　　　　　　£回川-£[p叫十11=/へF(P)[1-F(p)戸亦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　771

である｡この式よりF(刈1-F(P)戸はOに一様収束するため,積分と極限の交換がで

き17)命題の各爪を導出することができる｡

市場参加条件と留保価格

　補題2jのn=引こおける間接効用関数

(1十G)j耳(匹づ冲十巾一£㈲川J)

17)詳しくは,松坂(1997)を参照されたい｡
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を簡略化して,

(1十aJ)B7

24

とおく｡このとき月≡β/�-6である｡所得は7とおく｡このとき財zをOから1へ追加

的に消費するときの効用の増分すなわち限界効用訂らはa召7である｡また財Jを1単位

消費した場合の所得の限界効用訂防は(1十α)βである｡したがって所得7,z=1にお

ける限界代替率は,

訂ら
一

訂防

訂
一

1+a

一

一 訂 (2,36)

となる｡,限界代替率=価格比の式はJ財の消費が離散的なため限界代替率≧価格比であ

るかぎり財を消費すると考えると,形式的には,

訂ら
-

訂防

　　よ‾sむ

≧-
　　片

ここで琲=1であることを考慮して,(2.36)式を(2.37)式に代入すると,

(2.37)

である｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　訂≧沁　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2,38)

を得る｡

　仮に今,すでにサーチを行っているものとすると,そのときの所得は7=�L一叫十c)n

によってあらわされる｡また価格は財の価格pである｡よってパ2.38)式は

　　　　　　　　　　　　　　a叫£―叫十c)紅乳c))≧p

である｡これを1単位購入するかしないかの留保価格という｡また,サーチを行う前には

α切£≧£ほ和叫c)]

となる｡これが参加条件である｡

数値例

　ここではパOっ1]区間の一様分布,

F(p)=

十叫十c炳叫岫

ifp<0,

if　O　≦p≦1,

ifp>1.

　
O
　
　
p
　
ll
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を用いて,シミュレーションを試みる｡よく知られているように(Stigler　1961),‐様分布

の場合,n回サーチしたときの期待最低価格はパ2.34)式,あるいは(2.35)式より,

£[pln]=

40 80 10020

　1
-

n+1

である｡これを図示したのが,図2.6の曲線である｡図は横軸にサーチ回数を,縦軸にそ

のときの最低価格をとっている｡そして,これとは別に実際に一様分布から価格をn回無

作為に取り出して,その最低価格をプロットしたのが,同じく図2.6の点で示された部分

である｡もちろん,n回サーチを繰り返七行い,その期待値をとると,1/叫十1)に収束す

60

図2.6:価格サーチー理論値とシミュレーション

ることも確認できる｡

　例,n=9のとき,理論値は1/(9十1)=O.1である｡

試行回数 10 100 1000 10000

期待値 0.12195 0.10034 0.982202 0.100029

Mathema,tica　ver　4.0　Student　version　にて作成
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　第3章1)では,Stiglitz(1989),Minagawa　and　Kawai　(2003)を下に,原子的市場(atom-

istic　market)(Phelps　and　Winter　1970,　Uey　1974)と呼ばれる市場で分析を行う｡原子的

市場とは,Hey(1974)によれば完全競争市場とほとんど同じ構造をもつが,市場の競り売

り人が存在せず,企業が価格設定を行い,かつその設定された価格について消費者は十分

な情報をもたない市場を指している｡例えば小売店においてメーカー希望小売価格とは異

なる価格を自由に設定するような市場である｡消費者はどの店がどの価格であるかは知り

えず,ランダムに小売店を選択する｡Stiglitz(1989)と異なり市場には高所得者と低所得

者が参加している｡景気後退期には低所得者層の一部が市場から退出するため,低価格で

の売上が減少する｡そのため高価格店の割合は上昇する一方で低価格店の割合は減少する｡

すると,消費者は将来低価格店に入ることのできる確率が減少するため,現在の低価格店

における留保価格水準を上昇させることとなる｡これに呼応して,店舗は低価格の水準を

引き上げることになる｡本章のモデル及びMinagawa　and　Kawai　(2003)がStiglitz(1989)

と異なる点は4つある｡まず世代重複モデルを用いて議論している｡次に消費者の意思決

定問題を2期間の効用関数を使って厳密に分析している｡そしてサーチ費用や貯蔵費用を

用いないで議論している｡最後に高所得者と低所得者に分けて議論している｡これから展

開するモデルはそのMinagawa　and　Kawai　(2003)を下に,効用最大化問題についてより

基礎的なレベルからモデルを展開する｡

　本章の構成は以下のとおりである｡第1節では,まず消費者の効用最大化問題から需要

関数を導出する｡次に企業の利潤最大化行動より,2価格均衡が存在することを示す｡第

2節では,景気後退期に低所得者の一部が市場から去ることにより,価格の反循環的運動

を説明する｡第3節では,混合戦略の概念を用いると,2価格均衡が企業の利潤最大化行

動のみで統一的に導出できることを示す｡第4節は本章のまとめを行う｡

　1)本章はMinagawa　and　Kawai　(2003)School　of　Economics　Nagoya　universityEconomic　Research
Center扨scssio　?即er　N0.145,を共著者の了解を得て邦訳し,加筆･修正したものである｡
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3.1　モデル
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　非分割財(indivisible　good)ヱの市場を考察する｡ここで財Jは貯蔵可能だが,消費した

時点で消滅する財とする2)｡市場は第1期にはじまり以後無限期間にわたり存続していく

ものとする｡消費者は2期間生存し,各期ごとに訂人ずつ生まれてくるものとする｡ま

た各期の消費者は2つの所得階層に分布しており,このうち高所得者の割合を1　-　7r,　低

所得者の割合をπ∈(0,1)とする｡

　財zを販売するy個の企業(小売店)はそれぞれ1-λの割合で高価格を,λ{o川の

割合で低価格を値付けするものとし,どの企業も販売にかかる費用はOとする｡

　消費者は市場の価格分布(高価格と低価格がどの割合で分布しているか)については知っ

ているが,どの店がどちらの価格を付けているかについては知らないものする｡そこで彼

らは市場に参加するとき,小売店の中からランダムに1つの店を選び,そこでの価格を所

与として行動するものとする｡各期間のサーチ機会はランダム･サーチ1回のみでそのと

きのサーチ費用はゼEコとする3)｡一方,企業は価格分布と所得分布について正確な情報を

もっているが,店に訪れた客のうちだれが高所得者でだれが低所得者かは区別できないも

のとする4)｡

消費者の意思決定問題

　消費者は各期にJ財を1単位購入するかしないかの選択をするものとする｡ただし,第1

期において財を1単位余分に購入でき,それを第2期の消費のために貯蔵することができる

ため,第2期の消費については,第1期に購入して貯蔵しておいたものを消費する場合と,

第2期に新たに購入して消費する場合とで区別することが有用である｡そこで(ヱ21,J22)

をそれぞれ第1期で購入した場合,第2期に購入した場合の消費量として扱うことにしよ

う｡　J21=1のときは消費者は第2期の市場には参加しないためZ22=Oとなる｡各期の

残余所得はmiER士foH=1,2とする｡消費者は同質的とし,その選好は次の効用関数

2)缶詰やペットボトル入りの飲料がその―例である

3)2回日以降は非常に高いサーチ費用がかかるものとする｡

4)これから価格分布が生じるモデルを考察するが,それは所得分布に起因するものではない｡
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であらわされる｡

≒(J1,m1)+7u2(£21,J22,m2)

　　　　　=(1+aJ1)m1+7(1+αJ21+aJ22)m2,

　　　　　J21J22=0,α>0,7∈(0,1)

28

(3.1)

ここで7は時間選好率である｡効用関数はその消費パクーンに応じて次のようになる｡

u1(O,ml)十7恂(0,0,m2)=m1十7m2,

u1(1,m1)十7u2(0,1,m2)

恂(1,m1)十7恂(1,0,m2)

-

-

一

-

(1十a)m1十7(1十α)m2

(1十a)m1十7(1十a)m2

(3.2)

(3.3)

このような離散選択を扱った効用関数は,古くはMarsha,11の初期草稿の中に見出すこと

ができるが(Whitaker(1975),福岡(1999)参照),各期の効用関数が乗法的な形になっ

ているのはSha.ked　and　Sutton(1982),Gabszewicz　and　Thisse(1979)(1980)などによって

用いられている｡われわれのモデルでは,それを2期間に拡張し,かつz21という価値貯

蔵手段としての財の選択を考慮している点がこれまでのモデルにない点である｡図3.1は

この効用関数の無差別曲線を1期間だけ取り出したものである｡定義域となる消費集合は

J=Oにおけるm軸上と,J=1において垂直に仲びた直線上である｡図3,1ぺa)は合成財

の消費に関して危険中立的な効用関数で回3.1-(b)は同じく危険回避的な効用関数である｡

破線で結ばれている点が効用の無差別な財の組合せである｡この破線を無差別曲線と呼ぶ

ことにすると,単調増加変換によっても無差別曲線の形状は変わらない｡またmが減少

するにつれてその傾きは逓減することがわかる(図3.1㈲)｡この無差別曲線の傾きが逓

減する性質はStiglitz(1989)にあるような(準)線型の効用関数からは得られない(図31

(b))｡

　今,仮に不確実性がないものとして予算制約式を立てると次のようになる｡

p1J1+p1J21+m1=y,

p2J22+m2=y,

J21£22=0.

(3.4)

(3,5)

ここで,消費者は毎期yER士の所得を得ているものとする｡pパま各期の価格でpiE

R士,foH=1ユとする.ここでJ21=1ならば第2期の予算制約式は･m2°yとなり所
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第3章　セールス･モデル

771

(1十α)m

0

u=(1+aJ)m
771

α+m

m1

u=αJ+m

　　　1　　　　　　　J　　　0　　　　　　1

(a)乗法的効用関数　　　　　　　　　　(b)(準)線形効用関数

　　　　　図3.1:効用関数と無差別曲線

J
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得のすべてが合成財の消費に充てられることとなる｡回3.2はJ21=Oと仮定したときの

第1期の予算制約式を先の図3jに重ね合わせたものである｡図3.2-(a)ではある価格po

の下,J=1においてamoくpoとなっており,この場合消費者はJ=Oを選択する｡つ

づく図3.2-(b)では価格poより低い価格p1の下,J=1においてam1こp1となっており,

Jを1単位消費してもしなくても無差別となる｡このときの価格を留保価格jと呼ぶ｡ま

た分析を容易にするため,この価格において消費者はJ=1を選択するものと仮定する｡

したがって留保価格以下の価格では消費者はヱ=1を選択する｡

772

0

!/

1

771

見　　　z　　o
po

図3.2:予算線と最適消費点

y

(a,)

J
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　ここで通常は所与の価格の下で効用を最大にする消費量を決定するのであるが,ここで

は財Jは離散的に選択されかつその上限が1と決まっているので,与えられた価格の下で

1単位購入するかどうかという問題になってくる｡言い換えると効用関数が離散的な消費

集合上に定義されているため通常のラグランジュアンによる解法を使うことができない｡

そこで一且,予算制約式昨他(3.5)を効用関数いこ代入して新たな効用関数

フノ=(1+aJ1)(!/-p1ぶ1-plぶ21)+7(1+α£21+αJ22)(!/‾p2J22)

を得る5)｡仮に今,第1期の効用関数を取り出してみると,

1
　
　
　
=

　
　
　
仇

y,

(1十a)(y-pl),

(1十α)(μ-か1),

(J1,J21)=(0,0)

(JI,ヱ21)=(1,0)

(J1,ヱ21)=(1ユ)

(3.6)

となっている｡

　第1期において市場に参加する前の消費者にとって,価格(p1っp2)はそれぞれ{1-λっÅ}

の確率で{沁ぷ}の値をとる確率変数となる｡したがって,第1期における消費者の生涯

の期待効用関数は次のようにあらわされる｡

むこ£[(1十aJ1)(y-p1J1　-　p1J21)十7(1十aJ21十a£22)(y　-　p2z22)]　(3.7)

ここで扱う2期間の消費者の意思決定問題は,回3.3にみるように意思決定の木として表

現することができる｡これより2期間の中に合計5段階の意思決定にかかわる節を持って

いることがわかる｡このうち第1期は3段階である｡それぞれ○で示してある部分が意思

決定の節である｡(Yes,No)の枝は各期の市場に参加するかどうかを決める節である｡また

(1-λ,λ)で示してある枝は消費者が自らの意思で選ぶことができない不確実性を示して

いる.そしてJ1万1,ヱ1=Oとなっているのは,ヱ1を購入するかしないかの選択を示して

いる｡これらの節でそれぞれの選択のための留保価格が導かれる｡図中の●における留保

価格が最終的に重要となる意思決定の節である｡この問題を解くときは動的計画法を用い

ることが望ましい｡動的計画法とは意思決定の最終段階からはじめて,最適な経路を見つ

ける方法である｡

　ここで,効用関数のパラメターに次の仮定をおく6)｡

5)ここからz21が異時点間の代替問題に絡んでくることがわかる｡

6)この仮定の経済学的含意については章末付録を参照されたい｡
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0 10　　1 0 10　　1 0　　10　　1 0

図3.3:意思決定の木

10　　1 0 10　　1石2
-

一 0
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仮定3.1

1≧7(1十α)

32

補題3.1仮定タゴの下,期待効用関数(3.7)より次の需要関数を導出することができる｡

　　　第1期

J1+J21=

第2期(J21==Oのとき)

で

β1(μ)=β22(y)=ぐ
　
9
`
　
　
1
　
　
0
1

瓦㈲>j21(λ,沁ぷ

則μ)≧荊>β21泳沁

p1>瓦(y)>j21(y沁ぶ
　
L
　
叱t

　
　
　
=

　
　
　
凹

　
　
　
£

　
　
yう

β22(y)≧p2

p2≧j22(y)

!/)≧p1

p,,y)

y)

-Å)沁十縦),(1-λ)沁(加十縦}

(3.8)

(3.9)

(3,10)

y-

ら

`y-

心

_已
1+α

β21泳沁,p□/)=min{7((1

であり,β1j21j22はそれぞれJ1っJ21,J22の留保価格をあらわしている｡

この需要関数を図示したのが図3.4である｡需要関数の導出については章末の付録を参照

されたい｡

企業の意思決定問題

　企業は4.1節での消費者の需要関数を熟知しているものとする｡各期に消費者は1回し

かサーチしないことから,店内に入ってきた客に対して企業は価格支配力を持つ｡販売の

ための限界費用をゼョとすると,収入と利潤が一致するため,企業は収入が最大になるよ

うに行動する｡このとき,需要構造から,高価格を設定し消費者に1単位だけ購入させる

高価格戦略と,低価格を設定し―度に2単位購入させる低価格戦略とが考えられる｡

　この経済のように消費者が高所得と低所得の2つの所得層に分布しており,高所得者の

割合を1　-　7r,　低所得者の割合を7rとして示すと,所得分布に応じて次の補題が成立する｡
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　　p1

瓦(y)

j21(λ,沁,p回/)

　　p2

β22(y)
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　　　　　　　　0　　　　1　　　　2　　　J　0　　　　1　　　　2　　　J

　　　　　　　　　　　　　　　図3.4:個別需要曲線

補題3.2高価格戦略と低価格戦略,それぞれにおいて利潤を最大にする価格は次のよう

に価格分布と所得分布の関数としてあらわされる｡

沁(y)=

pz(λつy)=

　
　
μう
う
勺
一
λ

(3.11)

(3.12)p4(y)

ここで,もしら>(1-刈ならばづ/=!/･であり,もし(1-杓>ら≧βならばづ/=旅

である.なお･ら5禎/旅である.

証明　まず最適な高価格戦略から分析する｡高価格にはそれぞれの所得に応じて次の2つ

の候補がある｡

政(y)= t

応2(旅)

沁(吋

!/

!/

一

-

-

一

旅

功･

当然旅>!/,より沁(旅)>沁(伺である7)｡

　沁=沁(旅)のときは,その定義より艮>j22(面となるため,低所得者は高価格店で

は財を購入しない｡このとき,第丿期目の消費者のうち高価格店に訪れる確率は訂バVで

あり,そのうち(1-杓の若者がj単位購入する｡また,前期に高価格店を訪れた老人が

今期もまた高価格店を訪れる確率は(1-λ)訂/jVであり,そのうち高所得者のみカり単位

　7)ここでStiglitz(1989)の場合は,高価格の候補が1つであったのに対して,ここでは高価格の候補が2つ

となる｡これは所得格差によるものだが4.1節でも触れたようにStiglitz(1989)のように準線型の効用関数で
は,たとえ所得格差があったとしても留保価格は変わらない｡
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購入する｡　したがってこの場合の各企業の販売量は,次のようになる｡

　　　　　　　9匹=((1-杓十(1-7r)(1-Å))ダ=(2-λ)(1-杓ジ　　　(3.13)
ここで9仙は販売量をあらわしており,最初の添え字が高価格戦略を示すたで,後の添え

字が主に高所得者を対象としていることを示すたとする｡

　また沁=沁隔)のときは,全ての消費者が高価格店においてj単位購入するのでこの

場合の販売量は,

　　　　　　　　　　如=(1十(1-λ))ダニ(2-λ)タチ
である｡　したがって,各企業の高価格戦略における利潤を示すと次のようになる｡

W

心 でpた
J
I

　
　
　
一
一　
　
　
罪

pた(旅)゛9仙,

p肩!/z)゜卯1,

where　玲(旅)

where　跨(訳)

=瓦(旅)=j22(旅),

瓦(沁汗β22(㈲

(3j4)

沁(旅)の場合の方が沁=沁(伺の場合と比4て利潤が大きくなる条伴は,

沁(旅)(1-7r)(2-λ)(訂/N)>沁(面(2-λ)(訂/岫

　　　　　　　　旅(1-杓>禎 (3.15)

W

心

一

一

である｡すなわち,(1-刈>らである｡したがってもし(1-杓>らならば,挑=以(旅)と

するのが最適である｡逆にら>(1-杓ならば,沁(切)如>以(旅)9nとなり,沁=沁(面

とするのが最適となる｡

　次に最適な低価格戦略を考察する.まず,ら>(1-杓の場合から分析する｡このとき,

沁=以(禎)=応2隔)なので,(3.10)式より最適な低価格は,

鈎 =7((1-入)沁(面十縦)

より求められる｡これをpバこついて解くと,

刈λぶ)
-

- ぐ

7(1

う

(3.16)

(3.17)
-λ)
1-7λ

沁(面

とλと沁の関数として求められる｡

　次に(1-杓>らならば,･沁=ハ(旅)となる｡さらにら≧7ならば,

ぐ

a

ぐ
　
　
7

　
　
ン
ー

　
　
　
ー

　
　
　
yう う 旅≧7 ぐ (1-入) ぐ う 旅十λpz う1+a

_町
1+a

____a__

1+a
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より,

35

　　　　　　　　　　　　　　　瓦2(禎)≧β21(λ,八,p□/)

である｡以上の議論より,沁=沁(旅)のとき,

　　　　　　　以=沁(旅)>瓦隔)≧j21休八ぷ,旅)>j21(λ,沁ぷぶ)

である｡

　仮に低価格戦略としてp=j21泳沁ぷ,旅)をつけたときは,今期の高所得者のみが2

単位購入し,低所得者はj単位購入する｡そして前期に高価格の店を訪れた老人が高所得

者,低所得者の区別なくj単位購入する｡あとは前期に低価格店を訪れた低所得者がj単

位購入することになるため,その販売量は図タ.5のCにあたる大きさになる｡すなわち,

t
　
　
=

　
　
隋
　
　
9

2(1-杓訂
一

(2十(1-λ)(1

7r訂　(1-λ)訂
-+-
y　　　　y

刈)(訂/y)

λ7rAf

N ―

-

一

(3j8)

である｡

　次に低価格戦略としてp,=j21(λ,沁ぷぷ)をつけたときは,今期の若者は全員2単位

購入し,前期に高価格の店を訪れた老人が全員丿単位購入するため,その販売数は図タ.5

のpにあたる大きさになる｡すなわち,

f
　
　
=

　
　
1

　
　
印

2訂　(1-入)訂
-+-
Λ二V

　
　
=

ま (3-λ)(訂/y) (3.19)

である｡

　したがってパ1-刈>らにおける各企業の低価格戦略における利潤は次のようになる｡

7rZ‾
　初(y旅)゜9汰

{ヤ(λぶ)･卯,
where

where

パλ,旅)=j21(λ,沁,沁旅)

p,(λぷ)=β21休良ぶぶ)

である｡そしてこれらの利潤を比較すると,(1-杓>らの下では常にp,ニ扨(λ,旅)の揚

合の方が利潤が高くなることがわかる｡以下でそれを確認する｡

　　　パ入,旅)(2十(1-λ)(1-杓)(訂/y)≧p,(λぷ)(3-λ(1-杓)(訂/y)

　　　　　　　　　　旅(3-λ-(1-λ㈹≧似3-λ(1-杓)

(3-λ(1-フr)一杓　　　　''X‾‾　　''ノ　　''ノ

(3-Å(匹刈)　≧ら

1

3-λ(1-杓
≧ら

(3.20)
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である｡ここで左辺は常に(1-杓よりも大きいことから,(3.20)式は常に満たされるこ

とがわかる｡

　以下では次の条件が成立しているもとでの経済を考察の対象とする｡

仮定3.2

(1-杓>ら≧7

この仮定から,この経済(市場)が高所得者の割合が比較的大きく,かつ所得格差の大きさ

がそれほど大きくないようなケースと考えられる｡例えば先進国の耐久消費財の市場など

はこのようなケースにあたるといえよう｡図3.5の需要曲線はこの条件を満たしているケー

スである｡jの値は今期の若者のうち高所得者の人数(1-杓訂と前期に高価格店を訪れ,

今期再び市楊に参加している老人の人数(1-λ)訂のうち高所得者の数(1-λ)(1-対訂

を合計した人数(2-λ)(1-杓訂に,ある店に訪れる確率(1/N)をかけた値である｡同様

にして召の値は価格瓦(面=j22(切)の下では,全ての若者が1単位消費し(訂),かつ前

期に高価格店を訪れた全ての老人((1-入)訂)が1単位を消費する｡そしてさらに前期に

低価格店を訪れたが1単位しか購入していない低所得者の老人(計訂)が1単位購入する｡

そしてそれらを合計した(2-入(1-杓)訂に1/jVをかけた値である｡Cは若者のうち高所

得者の在庫需要を,£)は若者のうち低所得者の在庫需要をさらに加えた値を示している｡

　補題3.2より,仮定3.2の下では,沁=沁(旅)かつp,=扨泳旅)となる｡これより,利

潤最大化をおこなうときの条件は,

pz
一

　　　　　　　　　　　　　　　　　沁

である｡またそのきのそれぞれの戦略か

7r= t

一

-

7(1-λ)

　　1-ダ

ら得られる利潤は,

沁(旅)(1-ず)(2-λ)(訂/筒, p九=pた(旅),

p,(Åぶ)(2十(1-λ)(1-め)(訂/yv),p,=p(λぶ)
(3,21)

である｡すると(3.21)式における2つのケースの利潤が等しくなるための条件,すなわち

等利潤条件は,

鈎
-

p/1

-

-

　(2-λ)(1-杓

(2十(1-λ)(1-杓)
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P

　pた=pた(詐)

　　　瓦(切)

pl　°　pl(λ,pた)

　　　瓦隔)

O　　　　　　　　yハ召

　ル(2-λ)(1-杓(訂/岫

　B:(2-λ(1-妁)(訂/N)

　C:(2十(1-入)(1-杓)(訂/N)

　£):(3-Å(匹杓)(訂/y)

C　I)J

図3.5:仮定3.2の下での個別企業の需要曲線
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である.ここで利潤最大化条件と等利潤条件を同時に満たすλ*∈(0,1)が存在すれば,こ

の市場では2つの価格が同時に存在しうることがわかる｡すなわちあるλ*∈(Oけ)にお

いて､

(2-入*)(1-

　　　　　　　　　　　　(2十(1-λ*)(

となるλ*が存在すればよい｡

LHS,RHS

　　　　　1

7

幻
1- 杓)

O　　　　　　λ*

図3.6:等利潤条件とλ*

7(1
-

1-

-λ*)
-

7λ*

　　1

の存在

(3.22)

λ



第3章　セールス･モデル 38

命題3.1仮定3.1,3.2の下,7≧§であれば,利潤最大化条件かつ等利潤条件を満たす
Å*∈(O川が存在し,かつそれは一意である｡

証明　まず(3,22)式より,左辺と右辺はそれぞれ,刈こ関して連続かつ強い減少関数となっ

ていることがわかる｡すなわち,

∀λ(O川
∂HfS(λ)
∂λ

である｡次に図3.6からもわかるように

£亙タ=

£召`S=

なので,図3.6と(3.24)式より,

3.2　価格の反循環的な動き

1

<0
∂R丑S(Å)
　　∂λ

,λ=1のときは,

7｢

沢亙S=0.

召丑S=y

く7

<0. (3,23)

(3.24)

(3.25)

2

一
3

2

である｡ここで7rE(0,1)より必ず£万'S>沢丑タとなることがわかる｡一方,λこOのと

きは,

2(1-杓
-

3-7r

2(1-杓
3-7r

ならば,(3.23)式より,入*∈(O巾が存在し,かつ一意であることがわかる｡

前節において仮定3.1と3.2の下において,7≧2/3であれば命題5.2が成立するニとが

わかった｡そこでここからは新たに次の仮定をおくことにする｡

仮定3.3

7≧

仮定3.2と合わせると,

　　　　　　　　　　　　　　　(1-杓>ら≧7≧X
となる｡この条件のもとで,次の命題が成立する｡



-

- <0.

(3.28)

　これより仮定3.1,3.2,3.3の下で,7rの低下は低価格の店の割合が減少するとともに

低価格p,の上昇をもたらすということが示すことができた8)｡では,不況期には果たして

7rの値は減少するのであろうか｡もしもそうであれば,市場において反循環的な価格の動

きが観察されることになる｡ここでわれわれは,Phelps　and　Winter(1970),0kun(1981),

Stiglitz(1984),Bils(1986)をはじめとするー連の研究をあらためて思い起こす必要がある｡

彼らによれば,景気の後退期には,サーチ活動を械極的に行なうことで弾力的な需要をも

つ消費者が失業あるいは破産の危険などの理由から留保価格が著しく低くなって市場を去

り,コンスタントな需要を持った消費者のみが市場に残るために不況期には需要が非弾力

8)ここで恥は不変であることに注意せよ｡

第3章　セールス･モデル

命題3.2仮定3.1,3.2,3.3の下,7rの減少は低価格p,の上昇をもたらす｡
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証明　まず仮定3よ3.2,3.3の下では,命題5.2が成立するので,そのときの均衡値を

λ*∈(0,1)とすると,均衡においては等利潤条件(3.22)が満たされるため£丑S(λ*)=

瓦払S(λ*)である｡そのためここで両辺をλとパこ関して微分すると,

dλ*
一

面

一

一

-

一

　　　　　　2+(1勺らづ)(1-£払s(λ*))

T三≒(1-R丑S(λ*)ト阿員可F可(1-£払S(入*))

　　2十(1-.λ*)(1-7r)

　　1　　　　　　　　　1-7r

T石F‾泗耳可ワ百可

(3.26)

を得る｡ここで分母が正であるための十分条件は7>1/2なので,仮定3.3はこの条件を

満たしている｡したがって(3.26)式より,

である｡さらに(??)式より,

なので,結局(3.27),(3.28)式より,

　　　　　　　　　　　　か
　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　面

である(図3.7)｡

か(λ)
dA

か(λ*)
dλ*

dλ*
一

面
>0

<0.

dλ*
-

面

(3.27)
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LHS,RHS

　　　　　1

　　O　　　　←λ*　　　　　1　　入

図3､7:低所得者の割合の低下による効果
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化し,マ一クアップが上昇する｡以上のモデルにおいても,不況期にまず市場を去るのは,

資産もなく失業の危険にさらされている低所得者層であることが容易に推察できる｡そし

てそれが事実ならば,不況期に市場全体としての顧客数は滅少するかもしれないが,低所

得者層からの退出割合が,高所得者層のそれを上回っているかぎり高所得者の比率は増大

する9)｡もちろん,このことは市場によって異なるであろう｡　しかし,たとえば耐久消費

財の市場などではこうしたストーリーが十分に考えられるのである｡　したがって,不況に

なって所得が著しく減少した消費者は当該市場から退出する｡このとき,πは減少するこ

とがわかる.そこでもう一度このケースが成り立つ条件(3.25)式,

　　　　　　　　　　　　　　　(1-杓>ら≧7≧j

をみてみよう,この式は高所得と低所得との格差がそれほどなく,かつ低所得者層の比率

が低い経済,つまり資本主義経済が発達した国における市場において,満たされうる式で

あることがわかる｡

3.3　対称混合戦略ナッシュ均衡

　前節までで,Stiglitz(1989)を基礎としながら,価格の景気に対する反循環的な動きが起

きうることを示すことができた｡本節では,単に等利潤条件として求めたヤを企業の混

9)詳しくは付録を参照せよ｡



第3章　セールス･モデル 41

合戦略による行動の帰結として捉えうるということを示すことにしよう1o)｡

　今,企業数が十分大きいものとする｡そこで,企業iを除く他の企業はすべて同じ戦略

を取るものとしてそれらの行動をまとめて-iで表すことにしよう｡そして,企業iの産

業全体に占める割合はほとんど無視でできるものとすると,他のすべての企業が高価格戦

略をとった場合はλ=Oに相当し,逆に低価格戦略をとった場合はλ=1に相当するもの

とする｡

　そこで,高価格戦略として高所得者の沁=沁(旅)を選択するものとし,一方低価格戦

略としてはp,=パλ,旅)を選択するものとする｡ここで改めて確認すると,

であり,

Pた(!/た)=

p八 ぐ
ぐ

2(1

う 旅

白

う

旅

　α_

1+a

パλぶ)=ゴ七÷ヤぐ

である｡以下では所得旅に関しては所与として扱うため,簡単化のため特に断らない限

り所得変数は明示しないで議論を進めていく｡すなわち,

　p九(旅)=p瓦

パλぶ)=パ入)

とする｡

　ここで任意のλ∈[0,1]に対して,企業iが高価格戦略をとったときの利得(収入)は

　　　　　　　　　　　　　　沁(2-λ)(1-杓労

によって表すことができる｡一方,低価格戦略を選択したときの利得は

パλ)(2十(1-λ)(1-杓)ズ

によって表される｡

　ここで仮に他のすべての企業が高価格戦略をとったとすると(λ=O),企業汀)利得は,

高価格戦略のとき

ゴ
yV

)訂

　1o)ここでの混合戦略はOsborne　and　Rubinstein(1994)の第3章,訂社�タ£7が印!/ya池召9㎡励7仙mαsa
S細a而&deの解釈に基づいている｡
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となり,低価格戦略のときは

となる｡

　逆に

とき

戸O) ぐ

(3ゴ
　y

)訂

う

42

すべての企業が低価格戦略をとったとすると(入=1),企業iの利得は,高価格の

であり,低価格戦略のときは

玲 ぐ

(1

肩1)

となる｡

　これを図に示すと図3.8のようになる｡

沁

扨(入)

一杓訂
-

う
W
てぐ

企業-i

〃

づ勺白
〃

パo)(岑姉)

う

畝1)

汗ヅ1)

卸)(脊)

図3,8:純粋戦略

企業i

ここで次の命題が成立する｡

命題3.3仮定3.1,3.2,3.3の下では,純粋戦略ナツシュ均衡は存在しない｡

証明　まず,純粋戦略におけるナツシュ均衡を調べる｡

沁 ぐ

(1コ
　N

)訂

う >パ1)

沁(匹杓>0

う
w
Tぐ
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なのでこれは常に満たされることがわかる｡よって,他のすべての企業が低価格戦略でき

たならば,企業Hま高価格戦略をとることが最適となる｡次に,他のすべての企業が高価

格戦略できた場合はどうであろうか｡このとき

すなわち,

ぐ
　
　
　
'
な

　
　
　
p

2(1-め訂
　X

旅2(1

う >肩O) ぐ

(3 ご
N

一杓>7旅(3-杓

2(匹杓
一

3-7r
>7

)訂
う

ならば,高価格戦略をとることが支配戦略となり,この経済の均衡価格は沁のみとなる｡

逆に

7≧
2(1
-

　3

7r)
一

7｢
(3.29)

ならば,この経済には純粋戦略におけるナツシュ均衡は存在しない｡ここでπe(oっ1)で

あるから(3.29)式の右辺の値域は(0,2/3)である｡　したがって7≧2/3ならば(3.29)式は

常に満たされることがわかる｡　したがって,仮定3.3より,これは満たされるので所望の

結果が得られた｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　命題3.3より,仮定3.1,3.2,3.3の下では,この経済に純粋戦略ナツシュ均衡が存在し

ないことが判明したので,次は混合戦略による均衡を考察することにしよう｡ここで注意

することは企業数が十分に大きいことから,各企業は他の個々の企業の戦略との戦略的な

関係を持つことはなく,他企業の混合戦略の総体として現れるλを観察して戦略を決定す

る点である｡大数の法則より他企業がすべてλの混合戦略を採っていれば,実際に観察さ

れる価格分布もλであらわされるのである11)｡そこで次の命題が成立する｡

命題3.4仮定3.1,3.2,3.3の下,対称混合戦略ナツシュ均衡λ*が一意に存在する｡

証明　ここで,企業iが高価格戦略をとったときの期待利得は

ぐ
　
　
　
た

　
　
　
p

2(1-λ)(1-杓訂　λ(1-杓jV
　　　　N　　　十‾で豆‾‾

　
　
=

う

沁(2-λ)(1-杓訂
　　　　y

　11)この逆は成り立たない｡すなわち,価格分布がλであらわされるからといって,各企業が混合戦略入を

採っている必然性はない｡　しかしこの議論において重要なのは,実際に観察される価格分布がλのとき,あ

たかも各企業がλの混合戦略を採っているものとして考えられるということ,これである｡
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9

　1

O λ* 1 λ

　　　　　　　　　　　　図3.9:対称混合戦略ナツシュ均衡

であり,低価格戦略をとったときの期待利得は

沁(入)ぐ (1‾λ)yド杓訂十苧)
-

-

である｡ここで,企業iの期待利得を導出すると,

(1-9)

pμ)(3-λづ1-入)杓訂

{ヤ(2‾λル匹杓訂}十9{pμ)(3‾λ
となる｡これより,

のとき,すなわち

沁(2-λ)(1-杓くパλ)(3-λづ1-λ㈹

沁(2-λ)(1-杓

(3-λづ匹λ)刈
<パλ)

ならば,9こ1を選択し,

　　　　　　　　　　沁(2-λ)(1-杓>パλ)(3-λ-(1-λ)杓

のとき,すなわち

沁(2-λ)(1-杓

(3-Å-(1-λ)7r)
>肩λ)

ならば,9=Oを選択することが最適となる｡そして,

　　　　　　　　　　以(2-λ)(1-杓=パÅ)(3-λ-(1-λ)杓

44
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のとき,すなわち

沁(2-λ)(1-杓

(3-入づ匹入)杓
=パλ)
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ならば,そのとき混合戦略は9∈[O川において無差別となる｡したがって,企業iの混合

戦略を含む反応関数を図示すると図3.9のようになる｡

　ここで対称ナツシュ均衡においては9=λとなっていなければならない｡したがって図

3.9からも解かるとおり,45度線とこの反応関数との交点が対称混合戦略ナツシュ均衡で

ある｡

　以上のことより,この経済の均衡λ*は,単に等利潤条件として求められるだけでなく,

企業の戦略的行動の帰結として求められることがわかった｡混合戦略で行勤するというこ

とは,ある1企業が高価格と低価格を一定の割合で交互に付けていくこと意味しており,

まさにセールス･モデルと呼ぶにふさわしい結論である｡

3.4　まとめ

　これまで考察してきたのは,2期間生きる消費者のOLGモデルにおいてどのような形

で価格が決定され,それが景気の動きにどのように反応するかについてであった｡言うま

でもなく,こうした考察は,対象となる市場をどう特定化するかによって全く異なったも

のになってくる｡たとえば,それが食料品の市場であるか,あるいは耐久消費財の市場で

あるかは,結論に大きな影響を与えるのである｡ここでは,不況期における低所得階層の

市場からの退出という枠組みを前提としているので,どちらかと言えば耐久消費財の市場

に近いモデルと言うことができる｡また,ここで検討されたのが,あくまでも定常状態で

の均衡であることにも言及しておく必要がある｡もとより,Bils(1989)も指摘するように,

顧客の購買行動の動学的な側面は分析の重要な要因である｡すなわち,消費者にとってあ

る店の製品が彼の好みに合うか否かは実際に買ってみなければ分からず,消費者はそれを

確かめるために購買する｡もしも,その製品が気に入れば,消費者は以前にもまして高い

価格を支払っても良いと考えるであろう｡その結果,店は高い価格を付けて古い顧客を搾

取するか,あるいは低い価格を付けて新規の消費者を引きつけるかという選択に追られる

ことになる｡この揚合,もし好況期により多くの新規消費者が市場へ参入してくるならば,

企業はこれをマークアップを低め,将来の顧客を今まで以上に獲得する絶好の機会として
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とらえることが予想できる｡しかし,Bilsがそうであるように,こうしたストーリーを景

気循環の中,一般的な形で解くのは容易なことではない｡この点については,より興味深

い緒果がえられそうなだけに,今後さらに検討する必要があるものと思われる｡

　また,以上で考察されたSalesモデルでは,ある企業が今期付けた価格が次期にも成立す

るとは限らない｡しかし,現実には市場に価格分布が存在したとしても,それぞれの店は

ある価格を付け続けてていくことが多い｡この場合には消費者は1期目にある店に入るこ

とによってその店の値段を知るごとができる｡そして,その店が消費者にとってメリット

があるならば,2期目もその店を訪れるであろう｡このような前提に基づくモデルを考察

してゆくことは,もう一つの興味深い課題である｡続く第4章,第5章においてこのケー

スを分析することにしよう｡

付録

個別需要関数の導出:補題3.1の証明

　動的計画法を用いて,図3.3の各節における留保価格を導出する｡

J22の選択問題

　第2期の店内における消費者の意思決定問題を考える｡これは図3.3における一番下の

節の問題である｡すなわち消費者は既にどちらかの店に入っており,そこで第2期の消費

のために財Jを購入するかどうかをその店の価格p2をみて決定する｡よってこの段階に

おいては不確実性は存在しない｡またJ21J22=Oより,J22の選択問題は,J21=Oでな

ければならない｡したがって効用関数は(3.7)式より次のようになる｡

　　　　　　　　,む=(1十a詞(!/-p1J1)十7(1十αJ22)(y　一　p2J22)　　　　　　(3.30)

ここでZ1はすでに過去において選択された値である｡そこで,第2期の店内で財Jを購

入するかどうかの条件は(3,30)式より,

t
　
　
　
=

　
　
　
U

(1十cl)(!/一plz1)十7(1十α)(!/一p2),z22=1

(1十az1)(y　-　p1J1)十7仏　　　　　　　　　J22=0
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なので,第2期の効用についてのみ比較すればよいことがわかる｡したがって,

(1十()(!/

ぐ

α

- p2)≧!/

う !ノ≧p2

a
う y
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(3.31)

1+a

より,z22を1単位購入するかどうかの留保価格は(以下,単にz22の留保価格β22(!/)と

呼ぶ),

β22(y)= ぐ 1+α
となる｡これよりJ22の留保価格は,所得水準に依存していることがわかる｡これは図3.2

においても確認できる｡

　したがって,J22の需要関数は,次のようになる｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0,p2>j22(紅

　　　　　　　　　　　　　　　J22={　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,p2≦紬(訃

第2期の市場への参加

　ここでは段階を1つ遡って第2期の市場へ参加するかどうかの決定問題をみていくこと

にする｡図3.3からもわかるとおり,この段階においても依然z21=Oでなければならな

い｡ただし,選択によっては第2期の効用に不確実性が存在する｡したがって効用関数は

形式的に(3.7)式より,

　　　　　　　　む=(1十az1)(y　-　p1J1)十7司(1十む22ぬ-p2J22)]　　　　　(3.32)

となる｡

　ここでもしj2(y)≧沁>p,ならば,第2期の市場に参加した場合,どちらの価格であっ

ても1単位購入することから期待効用は(3.32)式より,

　　　　t･=(1十心斤)(!/-p1祠十7[(1-λ)(1十()(!/一沁)十入(1十め(y一糾1

　　　　　=(1十aJ1)(y　一　plz1)十7(1十a)(y-が)　　　　　　　　　　　　　　　(3.33)

となる｡ここで炉≡(1十λ)八十知,である｡そして第2期に市場に参加しない場合は(3.32)

式より,

　　　　　　　　　　　　　　(1十G1)(y　-　plzl)十7y
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である｡そこで両者を比較すると,

t
　
　
　
= (1十aJ1)(y-p1J1)十7(1十a)(y一が)

(1+αJ1)(!/　-　p1JI)+河つ

参加

不参加

48

より,この場合も第2期の効用についてのみ比較すればよいことがわかる｡　したがって,

　　　　　　　　　　　　　　　　(1十a)(y一ダ)≧y

1
‘

　
　
　
一
一　
　
　
む

ぐ う

a

y≧pe

う y≧pz

(3,34)

(3.35)

参加

不参加

_　a

1+a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　屁面)≧が

となり,期待価格が第2期の市場に参加するための条件となっていることがわかる｡これ

はj2(y)≧沁>pバこおいてはj2(y)≧戸>がが成立しているため,消費者は必ず市場に

参加する｡

　次に沁>j2(y)≧p,であったとしよう｡このとき,第2期の市場に参加した場合,高価

格であれば1単位も購入せず,低価格であれば1単位購入することから期待効用は(3.32)

式より,

(1十aJ1)(!/-p1J1)十y(1-λ)y十λ(1十α)(!/一糾]

=(1十aJ1)(y　-　plz1)十ヅ(1十λa)y-λ(1十a)畑

となる｡そして第2期に市場に参加しない場合は(3.32)式より,

　　　　　　　　　　　　　　む゜(1+aJI)(y　-　p1J1)+7y

なので両者を比較すると,

(1十回1ぬ-p1J1)十y(1十知)y一Å(1十a)伺

(1十aJ1)(!/-plJI)十乃,

より,やはりこの場合も第2期の効用についてのみ比較すればよいことがわかる｡した

がって,

　　　　　　　　　　　　　(1十λa)!/-λ(1十α)p,≧y

ぐ 1+α
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j2(y)≧p,

となる｡これは沁>j2(y)≧pバこおいては満たされているため,消費者は必ず参加する.
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J21の選択問題

　ここからは,第1期の店内にまで時間が遡り,すでにヱ1については選択を終えており,

所与のplの下で,第2期の消費のために財を購入するかどうかを選択する問題を扱う｡前

節までとは違い,異時点間の代替問題が生じてくる｡すなわち,効用関数(3.7)からわかる

とおり,J21の購入は第1期の効用を低め,第2期の効用を高めることとなる｡この段階

における効用関数は(3.7)式より,

フノ=(1+aJ1)(y　-　p1J1　-　p1J21)+ツ£[(1+aJ21十αJ22)(y　-　p2J22)j(3.36)

である｡ここでやはりJ1EXはすでに選択されている任意の値である｡このとき回3.3

からもわかるとおり,理論的にはJ1=OかつJ21=1のような,あまり現実的でない選択

肢も存在する｡しかし,後に見るように効用関数に通常の仮定を置けば,このようなケー

スは排除することができる｡　したがってJ21の選択問題は,消費者にとって,すでに1単

位購入した後で,もう1単位購入するかどうかの問題として捉えられることがわかる｡以

下ではそのことを厳密に検討しJ21の留保価格を導出する｡

　もし良㈲≧沁>p,ならば,(3.33)式から第2期において市場に参加した場合の期待

効用がわかっているため,消費者の選択肢は(3.36)式より次のようになる｡

1
　
　
　
=

　
　
　
む

(1十aJ1)(!/-p1J1-p1)十7(1十α)払

(1十αz1)(!/-p1J1)十7(1十a)(y-が)

したがってJ21の留保価格の条件は,

より

(1十aJ1)(y-p1J1　-　p1)十7(1十α)y

　　　　　一(1十aJ1)pl十7(1十α)y

p1≦ ぐ

7(1十a)
-

(1十G1)

J21=1

J21=0

≧(1十aJ1)(y-p1ヱ1)十7(1十a)(y‐炉)

≧7(1十()(y-が)

　
　
pう

でなければならない｡ただし留保価格はJ1の値によって異なることがわかる｡すなわち,

p1≦ {ズ〕十a)が,
J1

ぶ1

=1

=0
(3.37)
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である｡

　そこでJ1=1のときのJ21の留保価格を応1とするとその値は(3.37)式より,

　　　　　　　　　　j21(λ,沁ぷ)=叩e=7((1-λ)沁十祁,)

となる｡消費者が知っている2つの価格のうち高価格は

　　　　　　　　　　　　　　跨>叩e゛β21休玲ぷ)

であるから,消費者は高価格の店ではJ21=Oを選択する｡

　次にJ1=OのときのJ21の留保価格は(3.37)パ3.38)式より,

　　　　　　　　　瓦1(λ,八ぷ)=7(1十α)炉=(1十α)j21泳以ぷ)

である｡ このとき,垢1>j21である｡ここで仮定3.1より,

沁>7(1十a)pe=瓦1(λ,沁ぷ)

50

(3.38)

(3.39)

(3jO)

(3.41)

である｡

　次に沁>7う2(y)≧P,のときを考えよう｡(3.35)式より,第2期において市場に参加した

場合の期待効用がわかっているため,消費者の選択肢は次のようになる｡
J
I

　
　
　
=

　
　
　
む

(1十aJ1)(y一p1J1　-　P1)十7(1十a)払

(1十aJI)(y-p1J1)十y(1十知)!/一λ(1十a)畑

したがってこの場合におけるJ21の留保価格の条件は,

J21=1

J21=0

(1十aヱ1)(μ一plJ1　-　p1)十7(1十a)μ≧(1十aJ1)(μ-pμ1)十7[(1十旭)μ-λ(1十a)伺

　　　　　-(1十az1)p1十7(1十aル≧7[(1十気ルーÅ(1十α)祠

より,

p1≦ ぐ

7a(1-Å)
1+αJ1 ぐ

　
　
+

　
　
yう

7λ(1十a)
1+aJ1

　
　
1
　
　
pう

でなければならない｡これより,留保価格はJ1の値によって異なることがわかる｡すな

わち,(3.31)式を考慮すると,

p1≦ t

y(1-λ)応(μ)十縦],

仰十a)((1-λ)j2(め十縦),

J1

J1

=1

=0
(3.42)
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なのでJ1=1のときのJ21の留保価格をんとするとその値は,(3.42)式より,

となる｡これより

であることがわかる｡

　　次にJ1=Oのときは,

j21(λぷっy)=7[(1-λ)応2㈲十入伺

沁>β22(y)>j21(入,p□/)

ん(λぷ,μ)=州十刈(1-排22(如十縦|

となる｡これより,仮定3.1の下では,

以>沁(y)>ん(λぷ,y)>β21(λぷ,!/)

51

(3.43)

(3.44)

(3.45)

(3.46)

であることがわかる｡ここでJ21の選択問題についてまとめる前に,J1の選択問題を考察

する｡

J1の選択問題

　第1期に財を1単位購入するかどうかの選択問題を扱う.まずはじめに(3.39)式パ3.41)

式,そして(3.44)式パ3.46)式より,高価格の店においてはいずれにしてもJ21=Oを選

択することがわかる｡

　そこでまず高価格の店におけるJ1の留保価格をみていくことにしよう｡このときpl=

沁,J21=Oなので効用関数は(3.7)式より,

である｡

　ここでβ2(y)

になる｡

む-

≧玲

(1十αJ1)(y-pジ1)十7列(1十回22ぬ一p2J22)1 (3.47)

>p,ならばパ3.33)式より,消費者の選択肢は(3.47)式より次のよう

f
l

　
　
　
一
一

(1十a)(y一沁)十y(1十a)(y-が)1

y十ゲ(1十a)(y-がル

=1,

=O､

J1

JI



>
-

!/
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したがって,高価格店における留保価格は,

(1十a)(y一

則y)≡ ぐ

　　a

1+a

沁)≧!/

う y ≧玲

52

(3.48)

である｡ここで(3.31)式より,良(y)=j2(y)である｡したがってβ2(y)≧沁>P,のと

き(3.48)を満たすので,J1=1である｡

　次に沁>jう2(y)≧p,の場合を考察する｡ここで(3.47)式,(3.35)式より,消費者の選択

肢は次のようになる｡

　　　　　　(1十α)(μ一沁)十y(1十知)y一λ(1十α)伺,J1=1,

　　　　づ　　　　　　y十y(1十気)y-λ(1十a)R],　　　　　　　　JI=O.

したがって,第1期の留保価格は,

j1(y)≡(
(1十()(!/-沁)

う

>
-

>
-

!/

p/1

この時点における

plならば,このときJ21

ヱ1

J1

=1

=0

(3.49)

=1(ヱ22= O)

(3.50)

となる｡　これより

'
-
/
―

　
　
　
=

　
　
　
む

　a

1+a

である｡(3.31)式より,やはり瓦り)=応(y)である｡ここで沁>瓦面)≧p,のときはこ

の条件を満たさないため,消費者はJ1=Oを選択する｡

　続いて,低価格店におけるJ1の選択についてみていくことにする｡

効用関数は(3.7)式より,

む=(1十aヱ1)(!/-pば1-pげ21)十7£[(1十aJ21十aJ22)(y-p2J22)]

である｡

　もし紬(!/)≧沁>ん(λ,沁ぷ)>j21(λ心ぷ)

なので,効用関数(3.49)は,

む=(1十αJ1)(y一pμ1-刈十7(1十a)y

(1十()(!/-2畑十7(1十咄/,

!/-p汗7(1十α)払



第3章　セールス･モデル

なので,

より,第1期の留保価格は,

(1十a)(y一か,)≧y-p,

以(y)≡ぐ

_(し_
1+2α う !/≧pl

53

(3.51)

である｡ここではβ21(λ,旅ぷ)≧P,なので,瓦(y)≧β21(λ心ぷ)ならば,(3.51)式は満

たされることになる｡(3.38)式より,応1(λ心ぷ)は入=Oのとき,最大値叩4となる｡

このケースでは沁の最大値は瓦り)=紬(y)なので,結局,が面)≧侈2雨)≧7沁≧

β21(λ心ぷ)≧p,であることを確かめればよい｡

　　そこでこのはじめの2つの価格を比較すると,

である｡これは,

ぐ
_9_
1+2a う y≧

1+a

ぐ

叩
-

1+a

≧7
1十2a-

という条件となる｡ここで仮定3.1が成立していると,

1+a

1+2a

　　1

1

≧7
1+a‾

　　　1

　
　
yう

二>　　　‾　　_>･-'-
1+2a‾1+2a+a2‾1+α

(3.52)

(3.53)

より,(3.53)は常に成立していることがわかる｡以上の結果から仮定3.1の下,ここでは,

必ず瓦(!/)≧p,が成立する｡よってp1=抑のとき消費者はJ1=1を選択することがわ

かった｡

　次に瓦り)=β22(y)≧沁>瓦1泳沁ぷ)≧p,>j21(λ,p4ぷ)の場合を考える｡このと

き(3.49)パ??)式より,

フノ 1

(1十a)(!/―畑十y(1十α)(y-が)1,

y一扨+7(1+a加

J1

J1

-

-

-

一

1,

0.

なので,両者を比較すると,

　　　　　　　(1十a)(μ一畑十y(1十a)(y-が)]≧y-p,十7(1十a)!/

　　　　　　　　　　　　　･a(y一糾-7(1十a)が≧0

応y)≡匹
瓦1(λ,沁ぷ)

a
≧pz (3石4)
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ここでは垢1泳沁ぷ)≧P,なので,条件(3.54)式は,

y-
迅1(入心ぷ)

ぐ う

≧瓦1(λ心畑

y≧ん(入,以ぷ)

う !/≧pl
瓦≧p,

t
　
　
　
=

なので,両者を比較すると,

となる｡　これより

t
　
　
　
=

　
　
　
む

J1

J1

=1

=0

ぶ1=1

J1=0

54

　a

　a
-

1+a

　　　　　　　　　　　　　　則y)=応雨)≧ん(λ,沁ぷ)

であり,常に満たされることがわかる.したがってJ1=1である.ところがこのとき(??)

式よりJI=1のときJ21=Oとなるため,迅1はJ21の留保価格とはならないことがわか

る.したがってこれ以降は応1(λ,沁ぷ)は考察の対象外とする｡

　次に瓦㈲=j22(μ)≧沁>p,>j21(λ,沁ぷ)の場合を考えよう｡このときJ21=Oと

なるため(3.49)式より,

(1十a)(y一畑十7[(1十a)(y一め]

!/十7[(1十a)(y-め],

(1十()(!/一畑≧y

ぐ

　　a

1+a

である｡　したがってここではこの条件を満たしているためJ1=1である｡

　ここからは高価格店では購入しないケースについて考察する｡

　もし沁>瓦(y)=j22(y)>瓦1(入,p□/)>j21(λ,p□/)≧p,ならば,このときz21=

1(ヱ22=O)なので,効用関数(3.49)は,

　　　　　　　　　　t･=(1十a斤)(!/-p,J1-刈十7(1十a)!/　　　　　　　　　(3.55)

(1十α)(!/-2刈十7(1十頑/,

y-p,十7(1十仙/,

なので,J1の選択は第2期の効用に影響を及ぼさないため,第1期の効用のみ比較すると,

　　　　　　　　　　　　　　　(1十()(!/-2p,)≧y-p,



a

ぐ
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より,

式(!/) ぐ
　
　
Ξ

α

1十2a う !/≧pz

55

(3.56)

である.ここではj21(λぶ,y)≧p,なので,瓦(y)≧応1休p四)ならば,(3.56)式は満

たされることになる.結局,仮定3.1の下,ここでは必ずダ(y)≧p,が成立する｡よって

p1=p,のとき消費者はJ1=1を選択することがわかる｡

　次に沁>j1(y)=j2(y)>垢1(λぷ,y)≧p,>β21(λ,p回/)の場合を考える｡このと

き(3.49),(??),そして(3.35)式より,

t7 t

(1十a)(y-畑十7[(1十知ルーλ(1十α加]

y-p,十7(1十a)y,

なので,両者を比較すると,

(1十a)(!/一畑十7[(1十旭)y-λ(1十a)刈]

ぐ

-

一

一

(a-7α(1-λ))y≧(a十分(1十a)加

う y十λpl う

)

≧卯z

J1

ぶ1

-

- 1

0

≧!/-p,十7(1十a)1/

≧pz

仰-7(1十a)

む t
(1-λ)

式

J1

ヱ1

一

-

-

-

1,

0.

(3.57)

._a____

1+a

y-
ん(λ,p,,y

ここでcase2-2においては迅1(yp回/)≧p,なので,条件(3.57)式は,

灸(y)=β2ぬ)≧拓1い,pロノ)

であり,常に満たされることがわかる｡したがって,J1=1である｡ところが(??)式よ

り,J1=1のときz21=Oとなるため,垢1(λ,p,,y)はz21の留保価格とはならないことが

わかる.したがってこれ以降は垢1休p□/)は考察の対象外とする｡

　次に沁>j1(!/)=j22(y)≧p,>β21(λ,p,,y)の場合を考えよう｡このときJ21=Oとな

るため(3.49)式より,

(1十a)(y一刈十7[(1十厄)y―入(1十a)畑]

!/十7[(1十知)y一入(1十a)R)],
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なので,両者を比較すると,

れ=p/1　　1　-λ

p1=pz　　λ,

(1十a)(!/

ぐ

- 畑≧!/

う y≧pl

-

一

　
0
　
0

　
　
1
　
　
7

　
0
　
0
　
ぐ
ぐt

(1,0,1)

O)

1)

1-λ,

λ.

(J1,J21,J22)=(1,1,0)

(z1,J21,z22)=(1,0,1)

(ヱ1,J21,z22)=(1,1,0)･

56

　a_

1+α

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瓦り)≧p,

である｡ここでははこの条件を満たしているためJ1=1である｡

第1期の市場への参加

　これまでの選択結果をもう一度まとめると,次のようになる｡これは離散型選択問題に

おける個別需要関数として捉えることができる｡

case1瓦り)=応雨)≧沁>p,(J1,z21,z22)

case2沁>β1(y)=瓦雨)≧p,

(JI,ヱ21,J22)=

case1-1瓦(y)=瓦2㈲≧沁>β21泳沁ぷ)≧p,

case1-2β1(y)=j22(!/)≧沁>p,>j21(λ,沁ぷ)

case2-1沁>j1(y)=応2㈲>j21(λぷj/)≧p,

case2-2沁>瓦り)=j22(y)≧p,>j21(λ,p□/),

　　　　　　　　　　　･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1,0,0)　1-λ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凪'J21'　J22)゜{(1,0,1)入
　これをもとに第1期の市場に参加した場合の効用は第1期において高価格の店に入って

から後の最適経路の期待効用と,低価格の店に入ってから後の最適経路の期待効用をそれ

ぞれの店に入る確率で加重した生涯の総期待効用関数(3.7)となる｡すなわち,

　　　t･=£[(1十az1)(y　-　plJ1　-p1ヱ21)十7(1十az21十a･22)(!/-p2J22)]　　(3.58)
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である｡一方参加しなかった場合の期待効用は,
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　　　　　　　　　　　　　　y十7£[(1十aJ22)(y　-　p2z22)]

である｡これは第1期の市場に参加しないため(zl,z21)=(0,0)となり,第2期は3,4節

において,参加することがわかっているためである｡

case1-1β22㈲≧沁>j21(λ,以ぷ)≧p,

1
　
　
　
　
一
一

　
　
　
　
む

(1-λ)((1十()(!/一沁)十7(1十aぬ-が))

十λ((1十α)(y―禎))十7(1十a)y),

!/十7(1十α)(y-が)

参加

不参加

これより

　　　　　　　　(j22(yト(1-λ)(1一分)沁)≧(λ(2-対)加

低価格と高価格がこの関係を満たしていれば消費者は市場に参加する｡今このケー

スでは応2㈲≧沁なので,

(1十1(1-入))沁≧(2-7λ)pレ

　　　　　　　跨≧2pz　-　7炉

　　　　　　　沁≧2p,　-　j21(λ,沁,p,) (3.59)

を満たしていればよいことになる｡そしてj21(λ,沁ぷ)≧p,より,(3.59)式の十分

条件は,

沁≧j21(λ,沁ぷ)

であることがわかる｡　casd　-　1　ではこれが満たされるため,消費者は市場に参加

する｡

case1-2β1(!/)=β22(!/)≧沁>p,>j21(λ,沁ぷ)

-
　
　
　
　
=

　
　
　
　
む

(1-λ)((1十α)(y‐沁)十7(1十a)(y-が))

十入((1十α)(μ一畑)十7(1十a)(!/-が))

y十7(1十a)(!ノーが)

参加

不参加



第3章　セールス･モデル

したがって,

((1十a)(!/一炉))十7((1十a)(y-が))≧y十7((1十a)(!/一炉))

　　　　　　　　　　((1十a)(y一炉))≧!/

したがって,消費者は市場に

1
　
　
　
　
=

　
　
　
　
り

1
　
　
　
　
=

　
　
　
　
む

ぐ

a

う
ぐ

μ≧炉

a

う

参加

不参加

参加

不参加

これより,

!/≧pl
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(3.60)

(3.61)

1+a

　　　畑y)≧炉

参加することがわかる｡

case2-1沁>β1(y)=j22㈲>β21い,p目/)≧p,

(1-y)(y十7[(1十知)y一λ(1十a)祠)

十λ[(1十a)(y一以)十7(1十α)仙

!/十7[(1十知)y一λ(1十a)伺,

(1十7(1-λ))β2雨)≧(2一分加

　　　　　　β22(y)≧紬-j21(λ,p,,!/)

今,j21(λ,p,,y)≧p,なので,(3,60)式の十分条件は,

　　　　　　　　　　　　　　j22(y)≧β21(λ,pロ/)

である｡　しがたって,消費者は市場に参加する｡

case2-3狐>j1(y)=j22(y)≧p,>j21(λぷ,y)

[(1十知)y-λ(1十a)伺

十7[(1十λ咄/-Å(1十a加],

!/十7[(1十知)!/一入(1十a)祠,

[(1十知)!/一入(1十a加]≧!/

1+α

β22(y)≧p,

したがって消費者は市場に参加することがわかる｡
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　以上を総合すると,消費者の個別需要曲線は(3.8)式,(3.9)式,そして図3.4のごとくと

なる｡第2期の需要はJ21=Oの場合に該当している｡これより2期間ともj1(y)=β2(y)で

1単位購入することがわかる｡さらにj21については,7522(y)≧沁の場合と,沁>j22(y)

の場合で異なる値をとるが,これを本節の(3.10)のように一つの表記に置き換えることが

できる｡

　　　　　　知(λ,政,p,,y)=min仁((匹Å)沁十縦),(1-Å)畑(如十縦}

これより第1期においてはj21(λ,沁,p四)≧p,ならば2単位購入するのに対して,第2期

には最後の期であるためもう1単位余分に購入するということはない｡

仮定3.1の経済学的含意

　仮定3.1は今期何も消費しなかった場合の所得の限界効用のほうが,来期1単位消費し

た場合の所得の限界効用の割引現在価値よりも高いことを意味している｡すなわちこの仮

定は第1期において1単位のみ購入した場合は,それを今期に消費することを保証するた

めの条件である｡以下ではそのことを数式を用いて確認する｡

　今,第1期に1単位だけ購入したJ財をそのまま第1期に消費する場合の留保価格は,

より

(1十α)(!/-p1)十7y≧y一p1十7(1十妁/

　　　　　a(!ノーp1)≧7即

　　　　　　　　p1≦(1-フル

j(y)
一

- (1-ゲ)!/ (3.62)

である｡これよりもしp1>夕削であれば,第1期に1単位だけ購入した財を今期に消費

しないで次期に持ち越してから消費するという,奇妙な結論になってしまう｡したがって

J1の留保価格が瓦(!/)であることから｡j(y)≧j1(y)でなければならない｡すなわち,

(1-7)≧⊇
1+a

でなければならない｡この条件は仮定3.1によって満たされることがわかる｡
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7rの変化

　訂人のうち1-7rを高所得者の割合,7rを低所得者の割合とする｡そして1-77を高所

得者のうち市場に残る割合,77を市場から退出する割合とし,また1-aを低所得者のう

ち市場に残る割合,aを市場から退出する割合とする｡

　ここで高所得者,低所得者ともに市場から退出する場合に結果的に7rが低下する条件

式は,

(1-a戸訂

　　　　　　　　　　　(1-77)(1-杓訂十(1-a)7r訂

この式を整理すると次式を得る｡

<7r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a>77

　したがって,低所得者の退出する人の割合が高所得者のそれを上回る限引ま利ま減少す

ることがわかる｡
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　第4章では,企業が同一戦略を採り続け,かつそのことを消費者が知っている状況のもと

で価格の反循環性を説明する｡第3章において,企業がランダムに高価格戦略と低価格戦

略を採用する市場を考察した｡しかし低価格店は常に低価格戦略を採用し,高価格店は高

価格戦略を採用し続けるような市場がある｡例えば,ディスカウント･ストアは低価格店,

コンビニエンス･ストアは高価格店と考えられるであろう｡このようなとき第3章における

結論はどのように変わるのであろうか｡過去の研究においてSalop　and　St.iglitz　(1977)は

常に同じ価格を設定するモデルであり,これに対してvarian(1980)は常に同じ価格を設

定しつづけるならばハヽずれ高価格店はなくなるであろうと指摘する｡またStiglitz(1989)

においては企業の価格設定行動がランダムでなくてもよいと述べているが,それが成立す

るのは消費者が市場に参加するときは常にランダムに店を選ぶ場合に限られる｡そこで本

章では,新たに市場に参加する消費者は前節同様ランダムに店を選択するが,一度低価格

店を訪れた消費者は,次の期は確実にその店を訪れることができるものとして考察する｡

この結果,va.rian(1980)の指摘どおり価格分布は消滅し,単一価格均衡が実現する1)仙

価格の反循環性は第3章とは異なるメカニズムによって説明できることを示す｡

4.1　モデル

　非分割財Jの市場を考察する｡市場は第1期にはじまり以後無限期間にわたり存続して

おり,消費者は各期に訂人ずつ生まれ,2期間生存するものとする｡この2期聞を｢若

年期｣と｢老年期｣と呼ぶことにしよう｡各期の消費者は2つの所得階層に分布しており,

このうち高所得者の割合を1-フr,低所得者の割合を7rE(O川とする｡財ヱを販売する

yv個の企業(小売店)はそれぞれ1-λの割合で高価格を,Å∈[0,1]の割合で低価格を値

付けするものとし,どの企業も販売にかかる費用はOとする｡消費者は市場の価格分布に

　1)より精確にいうと2価格均衡が存在するがその均衡は不安定であり,安定的な均衡は高価格あるいは低価

格のいずれかの単一価格均衡である｡
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ついて正確な情報をもっている(すなわち市場で取引されている低価格と高価格の水準は

知っている)が,｢若年期｣にはどの店がどの価格を付けているかについては知らないもの

する｡そこで消費者は市場に参加するとき,経済に散在する小売店の中からランダムに1

つの店を選んでそこでの価格を所与として行動するものとする｡各期間に利用可能なサー

チの機会はランダム･サーチ1回のみでそのときのサーチ･コストはゼロとする2)｡一方,

企業は価格分布と所得分布について正確な情報をもっており,価格設定の段階で一定の価

格支配力を持つこととなる｡第3章と違い,企業は同一の価格戦略を採り続けるものとす

る｡そして消費者もそのことを知っており,｢老年期｣の消費者は｢若年期｣に訪れた店の

価格だけは知り得るものとしよう｡したがって,｢若年期｣に高価格店を訪れた場合,｢老年

期｣には再度ランダムサーチを行うこととなる3)が,低価格店を訪れた場合は,｢老年期｣

にサーチを行う必要はなくなる｡

消費者

　基本設定は第3章と同じである｡消費者は各期にJ財をたかだか1単位だけ消費できる

ものとする｡よって消費集合はX={0,1}である｡そこで第1期の消費をJ1EXとする｡

ただし,第1期において財を1単位余分に購入でき,それを第2期の消費のために貯蔵す

ることができるものとする｡よって第2期の消費についてはそれを購入した時期で区別し

て(z21,J22)をそれぞれ第1期で購入した場合,第2期に購入した場合の消費量として扱

うことにする｡　z21=1のときは消費者は第2期の市場には参加しないためz22=Oとな

る｡各期の残余所得はmiER士for　i　=1,2とする｡すべての消費者は以上の消費集合上

に第3章と同様に次のような効用関数を持つものとしよう｡

　　　　　　(1+a£1)(y一p1(J1+J21))+7(1+aJ21+(ぼ22)(y　一　p2J22),
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.1)

　　　　　　J21ヱ22=0,a>0,7∈(0,1)

ここで7は時間選好率を表している｡

　第3章と異なり,第1期に低価格店を訪れた消費者は,第2期にもう―度同じ店を訪れ

れば同じ低価格で財を購入できる｡したがって,第1期においてもう1単位在庫として購

　2)2回目以降は非常に高いサーチ･コストがかかるものとする｡したがって消費者は一度選んだ店を変更す

ることはできないことから,その店がつけた価格に対してブライステイカーとなる｡

　3)このとき企業数が多数のため,一度訪れた高価格店を除いても価格分布に影響はないものとする｡
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入するときの留保価格7521は,次の式で求められる｡

(1十a)(y一紬)十7(1十a)!/≧(1十a)(y―祠十7(1十a)(y‐伺

63

(4.2)

これより,7≧1でなければならないが,それは仮定と矛盾する｡この場合,消費者は在

庫需要を持たない｡　したがって需要関数は次のようになる｡

J1‾

J21‾

J22‾
t
叱
t

1,if　p1　≦(爪)
0,0therwize,

1 if　p2　≦

!/,

(爪ト
0,0therwize.

(4.3)

この需要関数より,各消費者は各期にたかだか1単位しか購入しないことがわかる｡　した

がって留保価格は,

である｡

j1(y)=紬(y)=

沁=斑旅)=

p,=斑禎)=

ぐ
ぐ

ぐ

a

う

旅

禎

!/ (4.4)

(4.5)

1+a

企業

　第3章と同様に所得分布が高所得者と低所得者の2つの階層に分かれているとき,高価

格戦略は高所得者のみをターゲットに低価格戦略は全消費者をターゲットにする戦略とし

て定義できる｡　したがってそれぞれ戦略の価格は次のとおりである｡

　　a

1+a

a

う
う1+a

　ここで世代間,世代内いずれにおいても消費者間で情報の交換は行われないものと仮定

すると,一度低価格店を訪れた経験のある消費者以外は,正確な情報を持たない｡そのた

め高価格戦略における販売量は,新たに市場に参加することとなる若者の世代が店をラン

ダムに選択し,そのうち高所得者のみが財を購入するのでその販売量は(1-杓訂/yとな

る｡また前期に高価格店を訪れた顧客のみが再び店をランダムに選択し,そのうち高所得
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者のみが財を購入するので,その販売量は(1-杓(1-λ)訂/yvとなる｡したがって,高価

格店の収入は,

　　　　　　　　　　　　　沁卯=以･(2-Å)(1-杓ダj　　　　　　　　　　　　　(4.6)
となる｡

　次に低価格戦略における販売量は,若者の世代はランダムに店を選択し,かつ全ての消

費者が財を購入するため訂/jVであり,前期に高価格店を訪れた消費者もランダムに店を選

択するため(1-λ)訂/Nである.一方,前期に低価格店を訪れた顧客は今期も同じ低価格店

を訪れることができるから,その数は低価格店1店舗あたりで換算するとλ訂/λN=訂/jV

であることがわかる｡　したがって,低価格店の収入は,

である｡(図4.1参照)

p九=pハ(!拓)

　　　瓦(伺

0

p

4.2　価格の反循環的な動き

　前節の議論を下に,利潤最大化条件は(4.5)式より,

　　　　　　　　　　　　　　　　pz_!/z
　　　　　　　　　　　　　　　　一　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　pた　　　旅

p汚1
-

一

j
j
λ
λ

　
一
　
一

汐
り

一
参
　
e
一丿
召

匹(3-λ)ズ

　Å

(1-杓(訂/筒

(訂/Ⅳ)

(4.7)

(4.8)

ヱ



　
一

け
{
2
一
り
り

ン
ー

1
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であり,等利潤条件は(4.6),(4.7)式より,

包
沁

(2-入)(1-杓

　(3-λ)
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(4.9)

である.図4.2は,所得格差ら≡禎/旅が2(1-杓/3以上のケースである｡このとき利

潤最大化条件を満たす価格差乃≡p,/沁は常に等利潤条件を満たす乃よりも上方に位置

するため,全ての企業にとって低価格戦略が支配戦略となる｡したがって,そのときの均

衡価格は斑切)である｡ここで高所得者と低所得者の割合7rの値は一定とし,景気後退期

に所得格差がら≦}(1-杓となるま尹拡大したとすると4)(図4.3参照),こんどは全て

の企業にとって高価格戦略が支配戦略となる｡したがって均衡価格はj(旅)まで上昇する｡

すなわち価格の反循環的な動きが示されるのである5)｡　したがって次の命題が成立する｡

命題4.1初期値に入=Oすなわちら>2(1-7r)/3のとき,切の下落に伴うらの下落は,

ら>(1-7r)/2の範囲では,均衡価格を下落させるが,ら<(1-ず)/2となると,均衡価

格を低価格均衡から高価格均衡へと上昇させる｡

　次に所得格差らを固定して7rを変化させる場合を考えてみよう.このとき次の命題が

成立する｡

　0

図4.2:低価格均衡:θ!/

　乃

　1

ら

λ

杓

命題4.2ら>}ならば,7rの値にかかわらず均衡は常に低価格均衡となる.ら<1なら

ば,景気後退局面で7rが下落し7r<1-2らとなった時点で均衡は低価格均衡から高価格

　4)所得格差についての実証研究については,樋ロ(2001)を参照せよ｡
　5)なお景気後退期に所得格差が拡大していく過程においては,高所得水準は一定で低所得水準が低下すると

考えるのが妥当であるから,β(幻は低下していることに注意されたい｡
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　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　1　　λ

　　　　　　　　　　　図4.3:高価格均衡:ら<1(1-杓

均衡へ移動する.景気回復局面ではパrが上昇し7r>1-3ら/2となった時点で,高価格

均衡から低価格均衡へと移動する｡

4.3　まとめ

　本章では,企業が同一価格戦略を採りつづける場合について考察した｡その結果大きく

分けて次の2つのことがわかった｡1つは価格分布は消滅し,単一価格均衡が実現するこ

とである｡より厳密にいうと,2価格均衡は存在するが,第3章と異なりその均衡は不安

定となる｡そのため,比較静学をする場合には,それが均衡であり続けることはない｡一

方,単一価格均衡は局所的に安定な均衡であり,あるー定のパラメター変化に対して,連

続的に反応する｡ただし,大域的には不安定であるため,ある時点で均衡は非連続的な反

応をする｡それが次にあげる結論の第2点日である｡

　もう一つは,その単一価格均衡が不況時に低価格均衡から高価格均衡へ非連続的に増加

する形で価格の反循環性を説明できることである｡先述したように,単一価格均衡は局所

的に安定であるが,大域的には不安定である｡興味深いのは高価格均衡と低価格均衡との

間のジャンプ(非連続な変化)のタイミングが景気上昇局面と下降局面とでは異なる点で

ある｡これは一度実現した均衡がある程度粘着性を持っていることをあらわしており興味

深い｡
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　第5章1)では,第4章と同様に,各企業が同―戦略を採りつづけるモデルを考察する｡

第4章のモデルと異なる点は企業数Ⅳを可変的とし,寡占市場における企業間の戦略的

な関係を分析する点にある｡また高価格を｢メーカー希望小売価格｣あるいは｢定価｣と

捉え,企業間で所与と仮定する｡また各企業は,数量限定で｢値引き｣販売を行うものと

する｡したがって企業の戦略変数は通常の寡占モデルとは異なり,価格と数量の2変数と

なる｡例えば,家電量販店の広告をみると｢数量限定｣で格安の品を用意して集客を図っ

ている｡あるいは,バーゲン･セールも数量が限られている｡消費者はあらかじめ低価格

品には人が殺到すると予想し期待効用を形成すると仮定する｡こうして高価格と低価格が

確率的に販売される点では第2章と同じであるが,第2章のモデルと異なる点は,第2章

ではその不確実性が販売期間の不確実性に起因するものであったのに対して,第5章では

それが財の販売数量の｢希少性｣に起因するものである点である｡ここでの｢希少性｣と

は企業が戦略的に販売数量を限定することにより,その財の供給量が希少となることを指

している｡通常の希少性においてはその財の価格が高価格となり需給が調整されるのに対

して,戦略的に作り出された希少性では逆にその財の価格が低価格で販売される点が大き

く異なっている｡第5章は価格の反循環性の導出のほかに価格分布の生じるモデルとして

も興味深い結論を引き出している｡価格分布のモデルは第2章において紹介したモデルの

ほかに,実に様々なモデルがある2)｡それらのモデルに共通していえることは,消費者の

側に企業がつける価格に対しての情報の不確実性を仮定してることである｡そこで第2~4

章のモデルのように消費者はサーチを通じて(例,Salop　and　Stiglitz　1977,　Stiglitz　1979,

Carlson　and　MCAfee　1983,　Burdett　and　Judd　1983),その情報を得たり,企業の宣伝活

動を通じて情報を得る(例,Butters　1977,Bester　and　Petrakis　1995)｡さらに消費者の

　1)本章は京都大学数理解析研究所『講究録』に掲載予定の論文Minagawa　and　Kawai　(2004)を共著者の了
解を得て邦訳し,加筆･修正したものである｡

　2)これについてはStiglitz　1989やShy　1995の第16章を参照されたい｡また,ランダム･マッチング･モ

デルを用いて貨幣経済における議論はKamiya　and　Sato　(2003)を参照されたい｡
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側か企業の側に異質性を仮定することもしばしばある(例,Reinga.num　1979､Wilde　and

Schwartz　1979,　and　Rob　1985).特に情報が完全である場合は,経済主体の異質性はかか

せない(Luski　1976　and　Reit,man　1991)｡その中でChen　and　Kong　(2001)は完全情報と

同質的な経済主体の下で,なお価格分布が生じることを示している｡ただしその代わりに

生産設備費用関数や混雑費用関数を新たに導入している｡　Minagawa,and　Kawai　(2004)

は,Chen　and　Kong　(2001)をさらに発展させて,そうした費用関数を用いないでも価格

分布が生じることを発見した｡　しかもその均衡は無数に存在するのである｡本章は,その

Minagawa　a.nd　Kawai　(2004)を下に,そこでは分析されていない価格の反循環性の説明を

新たに試みている｡

　本章の構成は以下のとおりである｡次の第1節において2企業の複占市場における割引

競争モデルを構築し,均衡が不決定となること,さらに対称ナッシュ均衡が連続体で存在

することを示す｡第2節においては,企業の利得関数を再定義することによって,均衡の

不決定性の原因をあきらかにするとともに,対称的な費用構造の下で,非対称なナツシュ

均衡の連続体が存在するという結果を示す｡第3節では,企業数をN企業に拡張して同様

の議論をする｡

5.1　モデル

　非分割財zの小売寡占市場を考察の対象とする｡企業数は2,消費者数は訂とする｡こ

こで高価格沁は一般に｢定価｣あるいは｢メーカー希望小売価格｣と呼ばれているものと

考えよう｡そのため高価格沁は企業(小売店),消費者ともに所与とする｡企業iは消費

者に対して,財Jを低価格卯∈[0,沁)でsげ(0,馴単位販売することができる｡同質的

な消費者は各人たかだか1単位購入するものとし,次のような効用関数をもつものとする｡

　　　　　　　　　　　　　　　u=(1十az)(!/一辞)

ここで,a>Oは留保効用,y>Oは所得,pはJ財の価格,zE{0,1}は非分割財の消費

をあらわしている｡　したがって,

t
　
　
　
=

　
　
　
U

y,　　　　　　　J°07

(1+a)(y一p),£=1,
(5.1)

である.これより,財Jの留保効用は(a/(1十a))yであることがわかる(図5.1)｡この効

用関数は第3章,第4章で用いられたものと同一である｡
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　　　　　　p

肖=(爪)y

0

個別需要関数

p

(爪)!/

市場需要関数

　　　　　　　　　J財　　0

図51:個別需要関数と市場需要関数

1

仮定5.1高価格以は留保効用心こ等しいものとし(p4

して行動する｡

訂 人数

69

=α)企業も消費者もこれを所与と

さらに,企業Hこ来店する顧客数をmiとおき,企業(小売店)Hこおいて財Jを低価格で

購入できる確率を次のように示す｡

入=

立
匹
―t

匈<771i,

si≧匹
昨2)

消費者

　同質的な消費者は各小売店における確率を所与として行動する｡また,低価格で財を購

入できない場合,高価格で購入する機会があるものとする｡したがって,消費者の小売店

Hこおける期待効用は(5.1)式と昨2)式より次式によって表される｡

似1十a)(y一卯)十(1-入)(1十a)(y一沁)

　今仮に,si≦mi,foH=1,2としよう｡このとき,均衡においてどちらの店に入っても

同じ効用となる条件は次式で示される｡

之(1十a)(!/一釦ト
-

-

足(1十a)(y一約)

　
　
一

ぐ
ぐ

　
　
+

　∂i
一

mi

1-

う (1十a)(y一沁)

うり司 (1十aぬ一沁)
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これに,匹十mヅ=訂という条件が加わるとmバま,

77h(pた,Pa,pzD　sわsゴ)=ぐ

　　　　(以一沁泳

(沁一釦泳十(沁一約)勺

　
訂う

70

(5.3)

となる｡これが各企業が直面する需要関数である3)｡ここで(沁一釦)仙for　i　=1,2は,

低価格で財を購入した消費者の消費者余剰:

((1十a)(y一烈)-(1十a)(y一以)加=(1十α)(沁一釦泳 (5.4)

を示している｡すなわち,この需要関数から消費者余剰の大きい企業に多く顧客が集まる

ことがわかる｡また,これを割引価格とその数量の関係でみると,

∂mバ･)
一

∂即
<0,
∂mバ･)
∂si
>0,and

∂mぺ･)
一

∂pり
>0,
∂mi(･)
一

∂匈
<0

より,価格を下げ,数量を増やすことが,顧客数を増やすことにつながり,ライバル企業

のそうした行動によって,顧客を奪われることがわかる｡

mi

訂

mi

Si

771i(si)

●･●●●●●●●

/『T十p九でo販膏量………　　　　　　　　　ミ

パーp瓦マの販光量

　　　O　　　si　　　　　　　訂　si

図5.2:戦略sバこ伴う個別企業の需要曲線

企業

　まず,在庫を準備するための費用はOと仮定して議論をする.企業iは,恥心を所与と

して,商品を先着(厳密には抽選)で限定si単位まで低価格卯で販売し,残りの客には

高価格沁で販売するものとする｡運悪く商品を購入できなかった消費者は高価格で財を

3)この需要関数のより詳細な分析については章末の付録を参照せよ｡
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購入する｡これは一度店に訪れた消費者にとって,他の店に行くための物理的費用が十分

に大きいことによる｡

　需要関数(5.3)式を所与とした企業iの利潤最大化問題は,次のようにあらわすことがで

きる｡

m&x　7ri=pzisi+pた(
Ri,si

゜pzisi+pた

mi(pa,si,pい句)‾匈)

ぐ

　　　,M(p/l　-　Ri)si

(沁一卯)si十(沁一均)勺

この問題を釦､sバこついて解くと次の1階の条件を得る｡

p瓦
一

一

Si

p九-

-

-

M瓦(沁一約)り-(沁一恥)勺

　　　　　　　Si

訂p4(沁一約)sパ勺(良一約)

白
(5.5)

(5.6)

(5.7)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　跨一釦

この連立方程式による解は不決定であることが直ちにわかる｡しかしここで対称性の仮定

pz1

玲

p11
-

2

0

訂

S1

旦
2

　跨　pz2　　0

図5.3:対称ナツシュ均衡

可 S* M‘　　s2

より,可=邱=約かつs*=si=勺として(5.6)､(5.7)式より解を求めると,価格と販

売量の解を得ることができる｡

このとき,

う
訂
京

　
いぐけ

(p瓦-pr)s*=

p瓦,　　s* 一

-

pいf

4(瓦一可)

p瓦,M

(5.8)
4
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を満たす,肪/)の組み合わせのうち,それらが達成可能であるためにはs*≦�となっ

ている必要がある｡ここで(5.3)式より�=訂/2となることからs*≦訂/2でなくては

ならない｡これを(5.8)式に代入すると,p*≦沁/2でなければならないことがわかる｡一

方,p*≧Oであることから,やはりこれを(5.8)式に代入して,s*≧訂/4を得る｡

　以上の議論から次の命題が成立する｡

命題5.1仮定5.1の下,対称ナツシュ均衡の連続体が存在し,

(p九―可)s*゜

籾
一
　
　
沁

と
2

max　7ri　°　p九
　G ぐ

=pハM'

pJf ど<s*くど
4　‾　　‾　2

M'(沁-pよ)si

う -G

O≦可

う

沁
一
2

　
く
一

以(1-訂/伺

-(p瓦-pa)si

(5.9)

4

を満たす戦略の組み合わせ(p)*)は全てナツシュ均衡である｡

　　　O　　や芦包尹　　　　訂　s

図5.4:連続体対称ナツシュ均衡の存在(CSNE)

5.2　複数価格均衡の存在

　利潤(5句は,

(沁-釦)si十(沁一約)り

ぐ

　G
-

G十ら

とあらわすことができる｡ここでG≡(沁一釦加∈(o,沁y]である｡これより,企業i

は,らを所与としてGを選択する.Gを増加させるには卯を減少するか,siを増加さ
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せればよいが,Gの増加は,消費者に余剰を提供することによる利潤減少効果をもつ一

方,市場シェアを広げ顧客を獲得することによる利潤増大効果をもつことがわかる｡

　そこでGを代理の戦略変数として企業iの1階の条件を求めると,

p/lAf ぐ

　　ら

(G十ら)2

　
　
=

う
である｡左辺はGを変化させることによる限界収入を,右辺はその限界費用をあらわし

ており,限界収入=限界費用となるようにGを決定すればよい｡また1階の条件は,

G=沁訂 ぐ
ら

一

G十ら う -ら
とできる｡この式からら>Oのとき,企業d呻｣潤最大化をするには,自企業の放棄する

余剰の大きさGを,他企業が得ている利潤の大きさである左辺に等しくさせればよいこ

とがわかる｡2階の条件は任意のG>Oに対して,ら>Oならば,

である｡反応関数を求めると,

である｡これよりナツシュ均衡は,

4)ら=Oの場合は,利潤が,

-pμxf ぐ (G
ら
-

十ら)3う <0

G=石ユ屑-ら

C* 一

一

7ri‾

p九λf
(510)

(5.11)

(5.12)

4

である4)｡ただしc*=苧であることから,本来のゲームの最適戦略は,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7ri=恥訂-G

したがって,(5.11)芦より,ら=Oのとき,企業はG=Oを選択することで,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7ri=恥訂

となり利潤は最大となる｡したがって,G=ら=C*=Oは対称ナツシュ均衡であるかのように思われるが,
C*=Oにおいては,互いが恥の単一価格をつけるため,消費者の数はそれぞれの企業に訂/2ずつでなけ

ればならない｡　したがってら=Oのとき,G=Oにおける企業iの利潤は,

恥訂

2

である｡これより,ら=Oのとき,企業1の利潤はG=Oにおいて不連続であり,利潤は減少するため,企
業iの最適戦略はG→OであるがG>Oとなっているはずである｡これは互いにC*=Oの場合,ほんの

少し値引きをすることによって市場のすべての消費者を顧客とできることから企業は値下げをする誘引を持つ

ため,C*=Oはナツシュ均衡ではないことがわかる｡
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C1

p以ぼ

p以ぼ

oc*=苧 八訂　G

図5.5:最適反応関数

(沁 妬)ぐ

訂
T≦s7≦
4　-

一

一

pμぼ

(挑一沌)s;= 今for　i
-

一 1､2

74

(5.13)

4

を満たす(砿べ)のうち,

　　　　　　　　　　でjl≦s7≦{r,o≦沌≦誓　for　i　=1,2.
を満たすものであり,それらす4てがナツシュ均衡となる.これは砿≧Oであるために

は,(5.14)式より,ぐ≧訂/4でなくてはならず,また均衡においては�=訂/2である

ため,複数均衡が達成可能であるためにはs;≦M/2でなければならないからである｡ま

たこうすることによって議論の前提として仮定したsi≦mi,∀iの条件を満たすことがで

きる｡

命題5.2仮定5.1の下,非対称ナツシュ均衡の連続体が存在し,

ゲム　o≦沌≦4

を満たす戦略の組み合わせ{(ルぢ)}昌は全て均衡である｡

もちろん命題5.1の対称均衡は,命題5.2の非対称均衡に含まれる｡これより2企業のゲー

ムにおいては沁も含めれば対称均衡においては2価格が,非対称均衡においてはそれぞ

れの企業が異なる低価格を設定していることから3価格が同時に存在する｡そしてこれら

の均衡は(5.13)式を満たす範囲に無数に存在する｡前節の分析では,対称ナツシュ均衡の

存在のみ示すことができたが,ここでは低価格において価格分布が生じる非対称ナツシュ

均衡の存在とその均衡が無数に存在することをあきらかにした｡



.
Z

第5章　割引競争モデル

鈎1

以

a.
2

0

y企業の寡占市場

た
　
良

　誓
Wヘ-

　沌
〃〃〃

汽芦£ヅ£　　　jぼ　s10 弓苧

図5.6:連続体非対称ナツシュ均衡の存在

jf　　　s2
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ここで企業数を2からⅣに一般化して議論する｡消費者の期待効用の均等条件は,全て

のij=1,2,…,yにおいて,

Si
-

mi

一

-

(1十()(!/-pO十 ぐ

尚(1十α)(y一伺ト

1-涜)(1十a)(!/一沁)
(1-泉)(1十め(y一沁)

これに,Σ乙1mi=Afという条件が加わる.対称性の仮定から均衡において他の企業の

顧客数は等しいとするとmゴ=(訂/(訂-1))-miである｡

匹(G,ら) ぐ訂

である｡そこで企業iの反応関数を求めると,

G
-

一

これよりmバま,

沁訂(N-1)C匹即-1)ら

である｡これより,対称ナツシュ均衡は,

C*

となる｡さらに達成可能な範囲は,

　　　　　　　　″(シ1言心

-

-

訂
y

沁訂(N-1)
jV2

O≦妬≦

である｡以上の議論より,次の命題が成立する｡

う
餅

良
一
N

　　　G

G十(y-1)ら

-

- 1､2

(514)
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命題5.3仮定5.1の下,非対称ナツシュ均衡の連続体が存在し,

　　　　　　　　　　　　　(沁一妬)s;=沁訂京‾1)
かつ

言戸大

訂
y o≦沌≦苛　foh=1,2

76

(5j5)

を満たす戦略の組み合わせ{(砿べ)}昌は全て均衡である｡このとき,企業iの利潤は,

対
-

一

pJf

y

政訂(Ⅳ-1)
　　y2

p九,Af

y2

.
ZV

である｡

5.3　企業数の変化と余剰分析

　本節と続く次節においては,前節までのモデルを展開し,価格分布の変化とそめ反循環

性について考察する｡まず本節では企業数の変化に伴う価格分布の変化と余剰分析を行う｡

企業数の変化

　まずは,企業数を変化させ,それに伴う価格分布の変化を調べよう｡まずはじめに(5.14)

式にjV=1を代入すると,C'=Oとなる｡すなわち,企業は割引戦略をとらず独占価格

沁を設定することを意味する｡次にⅣ=2の場合は,命題5.2にあるように複占均衡と

なる｡

　それでは,企業数を無限大にしたらその収束先はどうなるであろうか｡(5.15)式より,

　1im
A∫→cx)
沌 =O　and　　limど=0　　　　　　A了→(x)t

である.ここで前半の式1im沌=Oは極限においては価格分布(price　dispersion)が消滅

することを意味している｡後半の式1im　s7　=Oは企業がす4てを低価格で販売していると

採るべきである｡Oに収束しているのは企業の販売数量そのものがOに収束しているため

である(すなわち1imm*=O)｡事実,昨15)式より,市場全体の低価格販売量は,

レ う
―
一
Ⅳ

訂<S*<訂,where　S*
　- =Σ縦
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である｡これよりS*の極限は,

77

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1im　S*=λf.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　y→(x)

である｡以上の議論を総合すると,複数価格均衡あるいは価格分布は企業数の増大にした

がって競争均衡価格(p,=O)に収束するといえよう｡これは,価格分布が単一価格に収束

するということを除けば通常の不完全競争市場にいえることと同じである｡

　以上の議論から次の命題が成立する｡

命題5.4企業数の増大にしたがってレ

　j.複数価格均衡は唯一の競争価格均衡に収束する｡

　2.均衡価格数は増大するが,その分布の幅は縮小する｡

余剰分析

　複数価格均衡において企業は昨9)式からもわかるとおり,C*が等しいことから等利潤

条件を満たしている｡そのため(市場全体の)生産者余剰は,

　　　　　　　　　　　　PS*(y)=y7r*=pμぼ-yC*=

となる｡また(市場全体の)消費者余剰は(5.4)式より,

TS2=PS2十CS2= しレ

p以ぼ

y

　　　　　　　　cs*(訂)=x(1十α)c*=(1十a)p“訂ツ1‾1)
である｡これより,総余剰は,

う
　
　
aう
1
一
Ⅳ pJf

以上より,企業数の増加にしたがって,消費者余剰はもちろんのこと,市場全体の総余剰

も増加することがわかる5)｡

5.4　価格の反循環的な動き

　ここでは費用関数の導入を行い,企業数の決定を考察する｡その上で産業集中度の低い

(ここでは企業数の多い)産業において価格の反循環性が観察されやすいことを示す｡そ

　5)ただし,所得からの効用とz財からの効用が加法分離的な場合,消費者余剰はC*そのものなので,消費

者余剰は増加するが,総余剰に変化はない｡そのため総余剰に関する結論は一般的ではない｡



第5章　割引競争モデル

のために次の費用関数を用いる｡

瓦(呪)=た馬十奏
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(5.16)

ここでhΞ[o,p4)は限界費用,メ1>oは固定費用でいずれも―定とする｡小売店の費用構

造はvarian(1980)にもあるように,一定の固定費用とー定の販売費用(限界費用あるい

は原価)からなっているものと考えられよう｡また限界費用がたであることから低価格の

下限をあらためてんとしよう｡　したがって釦∈匪八)かつGE(0,(八-ん)伺となる｡

これより企業iの利潤は,

　　　　　　7ri=ハ恂-G-X㈲)

=pμV ぐ

G

G十げ-1)ら う -G-た ぐ叶

G

G十C≒ うう -j
となる｡費用関数(5.16)を利潤に代入すると,企業の最大化問題は次のようになる｡

　　　　rnax

CiE(0,(烈-ん)冽
原G,ら)=(沁-た)y

これより,1階の条件は,

であり,最適反応関数は,

となる｡

G
一

-

ぐ

ぐ

G

G十(y-1)ら

　(N-1)ら

(C汗即-1)ら)2

　
　
=

う
う -G-j

(良一昨V(N-1)ら-(N-1)ら

(沁一昨V

刄(ら)
一

一

一

命題5.5仮定5.1の下,非対称ナツシュ均衡が連続体で存在し,

かつ

C*=(p九-p71)s7=

ん≦沌≦夕}十レこル)た

レ

and

う
1
一
y

　
　
―ぐ

(沁-た)訂
一

1
--

　y う ダ1≦s7≦ダj.　　(5.17)
を満たす戦略の組み合わせ{(んs:)}江1は全て均衡である｡均衡における企業iの顧客は

いずれの均衡においても同数で回=�=訂/yvとなる｡このとき,企業iの利潤もまた

同じで,

対
一

一

7r* 一

一

(沁-た)訂
- 一左　i 一

- 1､2､‥‥N
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となる｡

　さらに,企業数は利潤ゼロの条件より次の式より求めることができる｡

jv*=V/回Ξ〕〕y)〕?回
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(5,18)

これより,固定費用jの大きさ,市楊参加人数訂の大きさで企業数が決定し,したがっ

て価格分布の範囲をも決定することがわかる｡ただし,固定費用が大きく,したがって企

業数が少ない場合は,価格分布の範囲が広く,観察される価格の数は少ないため,企業数

の変化に伴う価格分布の変化には明確な関係を見出しにくい｡ー方,固定費用が小さく企

業数が多い産業では,価格数は多いがその分散の範囲は競争価格を下限とした,その近傍

に集中しているため,仮に,企業数が減少すると,価格は上方へ分散することとなる｡し

たがって,次の命題が成立する｡

命題5.6固定費用jが小さい,低集中度の産業において,景気後退にともない消費者の

一部が市場から退出すると,価格が反循環的に動く｡

5.5　まとめ

　第5章では,完全情報,同質的個人の下でなお,価格分布が均衡において生じることを

示した上で,それが価格の反循環的運動を引き起こすメカニズムを解明した｡通常,完全

情報の下で価格分布は生じる余地はないと考えられるがここでは,消費者の期待効用が財

の差別化を生み出すことがそれを可能とさせるー因となっている｡命題5.4において示し

たことはデータによって反証可能な命題である｡また命題5.6は,Wilson　and　Raynolds

(2003)とモデルは異なるが結論は同様である｡

付録

需要関数の導出について

　消費者は､企業の設定した割引価格とその数量をみて､期待効用を計算し､どちらの店

を選ぶのが最適であるかを決定する｡このとき､消費者は潜在的顧客数yVの大きさを知っ

ているものとする｡今高価格沁が留保価格に等しいので,消費者は､企業1を選ぶか､企

業2を選ぶかを決定する耽簡単化のため選択するのは―度きりとしよう｡企業の戦略空
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尽
　
　
以

(沁一加)

G
司

0 Si　ni y　　叫
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　　　　　　　　図5.7:企業バこおける顧客1人あたりの消費者余剰

間を卯∈[0,沁)かつsiE[0,剔とする｡すると,GE[0,pjv]である｡ここで任意の

GE[o,p肩vD=1,2が与えられたとき,消費者が企業iを選択した場合の期待効用防は,

　　　　　　　　回匹卯,祠=λ面十!/一釦ト(1-伺(α十y―以)　　　　　(5j9)

`y-

心

`y-

心 で

とする｡

より,

である｡

　
L
丘
叫
J
t

　
　
=　
凡 O≦叫<si,

si≦吼≦y
(5.20)

所与のC1,C2>Oの下,叫(0,伺において,(5.19)式と(5.20)式

玖(p4ぷ1,s1)

ン
ー
く

防(面=

巧(沁ぷ2,s2)⇔び1(n1)

1

(沁一卯)

氷

ミ防㈲)

if　O≦叫<si,

if　si　≦吼≦y

(5.21)

これより,

`y･

心

`7=

心 で

である｡防㈲)を図示したの耽図5.7である｡図からもわかるように,防(面は,最大

値が(沁一郎)で,最小値がG/yvの非増加関数である｡叫十n2=yvより,n2=x一叫

を防㈲)に代入する｡

防㈲)ミ弓即一面 (5.22)
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£防,£防

　　　玲

(沁一肋)

0
*
1
　
n

(沁-p,2)

Ⅳ　　n1

図5.8:叫の決定:等効用かつsi≦可(i=1,2)が成立するケース
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これより防㈲)はn1の非増加関数である一方,防即-n1)はn1の非減少関数である｡

(5.22)式を用いて企業iの需要関数を導出しよう｡

　われわれの関心は等効用が成立しかつsi≦m(i=1,2)となる場合(図5.8)である｡こ

の場合は,入の定義より,si≦7ぢ(i=1,2)において,

が成立している｡(ゴ≠i)したがって,

ぐ
　
y

　
=　
叫

G
司

　G
-

G十ら

-

-

う

N

ら
一

-

吼

foH 一

一 1,2バ≠ゴ

である｡これより,si≦恂(i=1,2)となるためには,

　　　　　　　　　　o<G十ら≦min{(良一卯)凧(沁一肋)y}

であればよいことがわかる｡

　したがって次の補題が成立する(図5.9)｡

補題5.1任意のC1>0,C2>Oに対して,等効用が成立してかつsi≦可ぴニj岬となる

ための必要十分条件は,

である｡

C1十C2≦min{㈲一釦)Ⅳ,㈲一肋声}



4 2

pたy　p/1y

回5.10:等効用条件を満たす境界線の変化

6)ただし,両企業が均衡において低価格を恥/jV2以下に設定しているならばそのような誘因は存在しない｡

　ゲームが1回かぎりの場合は企業には補題51の条件を破る誘因が存在する6)｡そこで企業

が守りつづける理由として無限繰り返しゲームにおける暗黙の共謀を考えよう｡各企業はト

繰り返しゲーム

第5章　割引競争モデル

　　　　C1

　　　玲Ⅳ

(沁一肋声

図5.9:　s1

0

≦n1かつ

C1十G≦rrlin{㈲一肋)尽(以-p,2)y}

　　‾(沁-p,2)jV

s2≦n2を満たす戦略の組み合わせの集合
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　図510は,企業数が2の場合の反応曲線と補題5.1の条件を満たす範囲を回示したもの

である.命題のO≦沌≦沁/2という条件が満たされていれば,反応曲線の交点としてあ

らわされるナツシュ均衡は補題5.1の条件を満たしていることがわかる｡

p以＼/'

0

CI

p,i=警

玲Ⅳ　C2
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リガー戦略を採用する｡戦略は補題の条件を過去に一度でも破っていたら,(畑湊)=(0,筒

とする｡このときの利得は双方ともOである｡そうでなければ等効用条件が成立するもの

として行動する｡　したがって,均衡から逸脱するときの利得は,

である｡

p�ぼ-

p/l,M

4

1<
　-

pμぼ
昨23)

(5.24)pzjf

4

である｡一方,均衡を維持したときの期待利得は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　δ　　沁訂

　　　　　　　　　　　　　(1-δ)　4

ここでδは企業の主観的割引率である｡したがって,

　δ　　玲訂
--

(1-δ)4

である限り,均衡から逸脱しない｡さて,このゲームのナッシュ均衡において,低価格の

最大値は沁/2であった｡したがって,仮に企業2が(p回2,訂/2)を設定していたとき,企

業1は(沁/2,訂)を設定すれば全ての顧客を獲得することができる｡したがって裏切った

場合の利得(5.23)式の最大値は沁訂/4である｡これより,(5.24)式は,

　δ

(1-δ)

となる｡したがってδ≧1/2であれば,裏切るインセンティブはないことがわかる｡
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　全章を通じて産業集中度の低い市場においての｢価格の反循環性｣を理論的に示した｡

価格が反循環的に動くことを説明するにあたっての重要な点は,第1章における有賀･大

日(1996)の指摘にあるように市場における需要の価格弾力性の順循環的な動きを導出し

ている点である｡ただし本論文では有賀･大日(1996)の推測とは異なり,サーチ費用の順

循環性あるいは所得の順循環的な動きに基づいて価格の反循環性を導出している｡第2章

では,サーチ費用としての機会費用の低下が,貯蔵目的の追加的な需要を減少させること

を通じて需要を非弾力的にする｡第3~5章では,一部の低所得者が市場から退出するこ

とで需要を非弾力的にする｡各章のモデルの特徴として,第2章においては,サーチ費用

のうち,機会費用が景気循環と密接に関係していることから,その変化の果たす役割を考

察した｡機会費用の低下が需要を弾力的にするという従来の考え方に対して,反対に需要

を非弾力的にする場合を示すことによって,価格サーチ･モデルを通じて価格の反循環性

を説明することが可能であることを確かめた｡第3章以降はそれぞれ少しずつ異なるモデ

ル設定において価格の反循環性が生じることを説明した｡3章,4章では企業の価格設定

行動がランダムなのか,確定的なのかによって異なる状況が生まれることが判明した｡こ

れらの章において共通しているのは主に2点ある｡第1点は所得格差を用いて議論してい

る点である｡第2点は原子的市場(Atomistic　Market)において議論をしている点である.

それに対して第5章では消費者は同質的で,かつ寡占市場の分析から企業数を増加させる

ことで原子的市場(Atomistic　Market)へと近似させる接近法を用いた｡

　また,本論文の諸モデルは｢価格分布｣の存在を逐一検討することによって,単一価格

が変動することを説明することにとどまらず,その分布の変化をも記述できている点が大

きな特徴といえよう｡このような観点でみると,第2,3章のモデルは,価格分布の分散は

順循環的になるといえる｡これは,Dana(1999)を支持するものである｡その一方で,第

5章のモデルは価格分布め分散は逆循環的となる｡これは,Wilson　a,nd　Reynolds　(2003)

を支持するものである｡これらは,市場によって異なるものと解するべきで,相反する結
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･･論と捉える4きではない.それは市場の調整過程がワルラスの調整過程とマーシヤルの調

整過程によって説明されるようなものである｡

　本論文では,冒頭に述べたように,部分均衡分析を行っており,景気循環を外生的に与

えていた｡今後は労働市場を同時に考慮したモデルで一般均衡分析を行うつもりである｡

また特定の効用関数を仮定した上で議論を進めてきたがより一般的な効用関数の下で分析

してみることが今後必要となるであろう｡なぜならば,本稿における結論が効用関数の形

状に依存していることも十分ありうるからである｡
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